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１．施策概要

２．施策の結果
令和元年度 令和２年度

実績 実績 実績

達成率

平成３０年度

達成率

目標・計画

達成率 達成率 達成率

実績 実績

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

令和３年度 令和４年度

関係部課

細施策４

細施策５

細施策３ コミュニティ施設の整備・充実 細施策９

細施策１

施策名 １　コミュニティ活動の推進 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち

細施策８コミュニティ活動の活性化支援

施策の
基本的
方向性

　地区コミュニティ協議会やＮＰＯ法人等の組織づくりを支援するとともに、町内会等の自治会活動の支援や活動の
ための場所となる施設の充実、市民活動に関する情報の提供など、コミュニティ活動を積極的に推進します。

細施策７

細施策６ 細施策１２

コミュニティ意識の高揚

細施策１０

細施策１１

細施策２

所管部課 市民部市民生活課

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

各総合支所総務管理課

①
コミュニティ施設の
利用者数

単位
167,000 167,000 167,000

人
106.1% 100.7% 43.5%

167,000 167,000

177,239 168,207 72,678

.

②
地区コミュニティ
協議会の組織数

単位
14 15 17 19 21

12 13 13

団体
85.7% 86.7% 76.5%

③

単位

④

単位

⑤

単位

⑥

単位

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 60,966,485

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

コロナ禍により制限のある中、正副会長会議等を通して小学校区におけるコミュニティ組織が未設立の地域
での設立に向けた支援や、既設のコミュニティ組織の連携が図れる体制づくりを推進しました。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、施設の利用者数は減少したところですが、適切な予防
対策を図り、施設利用者の安全確保に努めました。

前年度行政評価
委員会の意見

　地区コミュニティ協議会の組織数について、目標値の達成に向けて、積極的な働きかけなどを実施し、施策
の推進に努められたい。

47,965,978 51,101,447

⑦

単位
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

事務事業名

コミュニティ祭り事業

コミュニティ協議会運営事業

集会所維持管理事業

コミュニティ施設管理事業

鷲宮西コミュニティセンター調光システム改修事業

コミュニティ助成事業

-

②

-

①

-

-

110214106

110211313

110310905

110314206

110314207

110311314

成果指標

－

－

－

基本目標

第２期総合戦略

－

2

－

－

－

－

－

－

－

－

1

－

－

－

－

Ｃ

目標・予定を上回る
成果・進捗である

目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

目標・予定を下回る
成果・進捗である

市民部長　渡辺　文勝

施策 ＫＰＩ事務事業番号

総合振興計画

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

Ｂ

基本目標

Ａ

K
P
I
名
称

KPI番号

評価者職氏名

総合振興計画成果指標との重複

K
P
I
名
称

項
番

施策の目標達成
度

□

□

評価年月日 令和3年8月20日

■

K
P
I
名
称

総合振興計画成果指標との重複

KPI番号

令和２年度 令和３年度 令和４年度

行政評価委員会
の意見

KPI番号

基本目標

基本目標

目標

実績

達成率

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　高齢者福祉や子育て支援、防災・防犯・交通安全活動など、地域における行政サービスに対するニーズは多
様化・高度化しており、地域コミュニティと市の協働により、地域の課題の解決に向けて取り組んでいくこと
が必要です。また、地域コミュニティ等が共通する目的や課題を共有し、相互に役割を分担しながら連携し
て、活動していくことができるよう、小学校区における地区コミュニティ協議会の設立を促進するとともに、
更なる連携を図ることが課題となっています。
　今後は、アフターコロナを見据えつつ、引き続きコミュニティ協議会や地域固有のコミュニティ活動に対す
る支援を行うとともに、小学校区単位で設立された地区コミュニティ協議会を主軸に、更なる地域のコミュニ
ティ活動の活性化を図ります。また、小学校区におけるコミュニティ組織が未設立の地域での設立に向けた協
議を促進していきます。

令和２年度

令和２年度 令和３年度

総合振興計画成果指標との重複

令和４年度

令和４年度令和３年度

単位

目標

実績

達成率

達成率

単位

単位 目標

実績
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　多様な市民意見を収集するため、附属機関の会議開催方法等を検討し、協働のまちづくりを推進されたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　附属機関公募委員会について、17機関、79人の募集に対し、96人の応募がありました。各種行政計画等の
策定等10件について、パブリック・コメントを実施し、市民参加を求めました。また、附属機関委員の募集
に関して、広報紙、ホームページ、市民参加コーナー等の他、市の公式ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブッ
ク、ＬＩＮＥ）を活用しました。さらに、コロナ禍における会議開催方法として、オンラインによる会議開催
等についても検討しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） - - -

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

43 46

人
91.4% 107.5% 102.2%

②
市民参加推進員登録者
数

単位
35 40 45 50 55

32

153.3 121.5

％
85.2% 106.5% 83.2%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
附属機関公募委員の
応募率

単位
142.0 144.0 146.0 148.0 150.0

121.0

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部市民生活課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 市民団体、ボランティア等の育成・支援 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　環境問題や教育問題への取り組み、福祉問題への対応など、ますます多様化し高度化するまちづくりの課題を地域
の創意と工夫により解決していくため、ＮＰＯ活動やボランティア活動を支援するとともに、計画策定、審議会等へ
の市民の参加を促進します。
　また、久喜市自治基本条例の理念に基づき、市民、事業者、行政等で適切に役割を分担し、協働のまちづくりを推
進します。

細施策１ 参画の仕組みづくりから協働のまちづくりへの展開 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　協働のまちづくりの推進 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

市民活動推進事業 120211312 - － － －

区長会運営事業 120211311 - － － －

自治行政区運営事業 120211310 - － － －

場外発売場環境整備基金積立事業 120210413 - － － －

地域提案型活動事業 120111315 - － － －

自治基本条例推進事業 120111309 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　久喜市市民参加条例に基づき、各種行政計画等の策定の段階において、適切に市民参加を求め、市民との協
働による多様なまちづくりの推進を図ることが必要です。附属機関公募委員の募集については、応募率を上げ
るよう、市民に対して附属機関の役割や検討内容などの情報を分かりやすく提供していく必要があります。ま
た、市民参加推進員についても、その役割について啓発をしていく必要があります。
　今後は、市政に対して積極的に市民が参加できるよう、市民参加についての啓発を継続して行うとともに、
市民参加の情報及び機会を提供する際に、電子申請サービスを活用するなどオンラインでの手続の利用拡大を
図り、市民が参加しやすい環境の整備に努めます。
　また、幅広い年齢層の市民が市政に関わる機会を得るべく、市民参加推進員の登録も電子申請サービスの活
用を図り、引き続き市民参加推進員の増加に繋げます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

4



１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　令和2年度の人権相談・女性相談は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止により相談業務が中止と
なったため、関係機関の専門ダイヤル等をホームページ等で周知するとともに、職員による相談を実施しまし
た。
　また、人権啓発事業の実施の際に、人権に関するメッセージを表示した啓発物品の配布や、「人権の花運
動」を実施し、偏見や差別の解消に向けた啓発活動を行いました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 1,097,560 1,106,770 872,061

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

51 0

回
100.0% 100.0% 0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
人権に関する相談窓口
の設置数

単位
51 51 51 51 51

51

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 総務部人権推進課 関係部課 各総合支所総務管理課

細施策４ 環境改善対策の推進 細施策１０

細施策５ 都市宣言の推進 細施策１１

細施策２ きめ細かな相談活動 細施策８

細施策３ 隣保館事業の推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　すべての人が、生まれながらに有する権利である人権を尊重する社会の実現に向け、同和問題をはじめとするあら
ゆる人権問題に関する教育や啓発活動を積極的に行うとともに、相談事業の充実に努めます。

細施策１ 人権教育と啓発活動の充実・推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　人権の尊重 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

人権尊重・平和都市宣言推進事業 130510607 - － － －

しょうぶ会館管理事業 130314004 - － － －

しょうぶ会館事業 130314003 - － － －

しょうぶ会館運営委員会事業 130314002 - － － －

人権擁護事業 130210603 ① － － －

人権尊重事業 130110606 - － － －

人権事業振興補助事業 130110605 - － － －

人権啓発推進事業 130110604 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　人権相談・女性相談は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止により人権擁護委員の派遣が自粛された
ため、中止となりました。相談業務は以前から、市民に充分に活用されていないという課題があります。その
ため、相談再開後は、広く市民へ浸透させていく必要があります。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う新たな偏見や差別などの人権問題も発生していることか
ら、相談業務の充実を図るためには、常に様々な人権問題へ目を向け、関係者間の人権意識と情報の共有を図
ることが必要です。関係部署や人権擁護委員、関係機関などと人権意識と情報の共有を図り、相談業務の充実
を図っていきます。
　今後は、相談業務の充実に加え、引き続き人権問題の解消に向けて、人権啓発事業及び人権啓発研修を通じ
て、あらゆる人権問題への教育や啓発活動を積極的に行っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　引き続き、市の審議会等における女性委員の登用率の向上に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　例年実施している男（ひと）と女（ひと）のつどいや1日体験学習ツアーは、新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止により中止となりましたが、男女共同参画啓発パネルの展示等に代えて実施しました。また、感
染対策を徹底し、共生セミナー委託事業を実施したほか、市民ボランティア編集員による男女共同参画情報紙
「そよかぜ」第11号を発行し、全戸配布しました。市の審議会等における女性委員の登用を促進するため、
庁内各課に久喜市男女共同参画人材リストの周知を図り、女性登用率の向上に努めました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 623,135 709,829 838,671

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

36.4 37.3

％
91.8% 91.0% 93.3%

平成28年度久喜市男女共同参画に関する市民意識調査　53.1％

②
市の審議会等における
女性委員の登用率

単位
40.0 40.0 40.0 40.0 40.0

36.7

－ －

％
－ － －

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 男女共同参画の周知度

単位
－ － － － 80.0

－

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 総務部人権推進課 関係部課

細施策４ あらゆる世代の男女が安心して生活できる環境づくり 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 男女共同参画の意識づくり 細施策８

細施策３ 男女共同参画を推進する体制づくり 細施策９

施策の
基本的
方向性

　男女がともにいきいきと個性と能力を発揮し、あらゆる分野で平等に参画できる社会の実現を目指し、男女共同参
画の推進に関する啓発活動を積極的に行い、各種相談事業の充実に努めるとともに、審議会等への女性委員の登用を
推進します。

細施策１ 男女の人権を尊重したまちづくり 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ４　男女共同参画社会の実現 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

男女共同参画審議会運営事業 140310608 - － － －

男女共同参画啓発事業 140210609 ①② － － －

女性の悩み相談事業 140110610 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、例年、実施してきた男女共同参画に関する啓発事業の多くが中止となりま
した。これまで男女共同参画に関心がなかった市民にどのように意識啓発していくのかが課題であり、新型コロナウィルス
感染症の終息が見えない状況において、感染拡大防止を徹底し、啓発パネルの展示やホームページ、SNS等を活用し県主催
のオンラインセミナーの案内を行うなど、啓発方法を工夫していく必要があります。
　女性委員登用状況については、県内の自治体の中で本市は依然として高い登用率を保っているものの、特定の役職から委
員が選出される審議会や、専門性が高い審議会において女性登用率が低い傾向にあります。団体推薦委員並びに女性の推薦
について配慮するよう働きかけるなど、積極的に所管課へ働きかける必要があります。
　久喜市の男女共同参画社会を実現させるため、性別役割分担の意識を変える啓発活動を継続して実施していくほか、ＤＶ
やＬＧＢＴＱ＋など様々な課題に対しても、積極的な啓発活動を行っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　引き続き施策を推進し、外国籍市民の住みよい環境整備を支援に努められたい。
　また、外国籍市民に対し、日本語教室などの事業について、幅広く周知を図られたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　市内在住の日本語が得意でない外国籍市民を対象に、日本語学習の支援及び日常生活に必要な情報を提供す
るため、全12回の日本語教室を開催しました（日程：令和2年9月5日～12月5日の土曜日）。また、県国際課
の担当職員による「やさしい日本語の作成研修」を職員向けに実施するとともに、担当課にやさしい日本語に
よる業務説明の作成を依頼し、市内の外国籍市民に向けた外国語（併記）刊行物の作成に着手しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 422,880 453,367 485,047

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

－ －

種類
－ － －

②
外国語（併記）刊行物
の発行種類数

単位
－ － － 1 1

－

141 146

人
98.1% 134.3% 132.7%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 日本語教室参加者数

単位
105 105 110 115 120

103

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部市民生活課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 地域間交流の促進 細施策８

細施策３ 外国籍市民の住みやすい環境整備 細施策９

施策の
基本的
方向性

　国際社会に対応できるよう、姉妹都市との交流を充実し、国際理解の促進や国際的視野に立った人づくり、地域づ
くりを目指すとともに、外国籍市民への支援の充実に努めます。
　友好都市との交流を促進するとともに、市民の相互交流の支援に努め、自然や歴史を通じた文化交流、観光や特産
品による産業交流など地域間の交流を促進します。

細施策１ 国際交流の促進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ５　交流活動の推進 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

外国籍市民支援事業 150311303 ①② － － －

産業交流事業 150212118 - － － －

姉妹・友好都市事業 150111305 - － － －

中学生派遣・受入事業 150111304 - － － －

国際・国内交流事業 150114205 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　国際社会に対応できる地域づくりを進めるためには、他国の文化を知り理解するとともに、外国籍市民にも
日本の交通ルールや災害時の対応等を理解してもらうことが重要です。このため、市民の様々な国際交流活動
を促進するとともに、外国語による生活情報の提供や日本語教室の内容の充実に努める必要があります。
　日本語教室に継続的に出席してもらえるよう、今後の日本語教室について、学習内容の充実を図り、また、
市内の外国籍市民が多く働く企業等に教室への参加を働きかけるなどし、より多くの外国籍市民が快適な生活
を送れるよう日本語教室の充実等を図ります。
　また、外国語（併記）刊行物については、令和2年度に担当課が作成したものを編集し、令和3年度に発行
します。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　公文書館では、公文書のライフサイクルに基づき所定の保存年限を経過した公文書を、公文書館職員が1点
1点確認しながら集中して評価選別を行い、「歴史資料として重要な市の公文書」など、公文書館所蔵資料の
充実に努めました。企画展については、市民の関心が高いテーマを選定し、広報紙や、市ホームページの他、
市民課（総合窓口）の窓口における広報モニターで紹介するなどの情報発信を行いました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 479,357 437,944 459,859

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

21,201 23,256

件
100.0% 101.0% 105.7%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 歴史公文書の所蔵件数

単位
20,000 21,000 22,000 23,000 24,000

20,005

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 総務部市政情報課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 市政情報の提供 細施策８

細施策３ 公文書の適正管理 細施策９

施策の
基本的
方向性

　公正で開かれた市政運営を確保するため、個人情報の保護に配慮しながら、情報公開制度の適正な運用と積極的な
情報提供に努めます。

細施策１ 情報の公開と個人情報の保護 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ６　情報公開の推進 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

公文書館活動事業 160310710 ① － － －

ファイリングシステム維持管理事業 160310708 - － － －

市政情報提供事業 160210712 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　情報公開制度等への的確な対応を図るため、公文書の整理や保管を適正に行っていく必要があることから、
定期的な点検や職員研修を継続し、ファイリングシステムの維持を徹底します。
　公文書館の利用促進を図るため、公文書館所蔵資料の広報周知を図っていく必要があることから、展示や
ホームページの活用等で、公文書館や公文書館資料の紹介をしていきます。また、公文書館では歴史公文書な
どの公文書館所蔵資料や閲覧室の行政資料コーナーの充実に努めながら、企画展の開催など市民と情報を共有
できるように積極的な情報提供を図っていきます。
　また、事務の効率化及び市民サービスの向上を目指すため、公文書のデジタル化に向けた検討を進めていき
ます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

メール配信サービス登録者数の増加に努めるとともに、市ホームページについては、必要な情報を検索しや
すい構成にするなど、利便性の向上に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　広報紙の新型コロナウイルス感染症特集の中で、最新情報の入手先としてメール配信サービス等を紹介した
ほか、包括連携協定を締結している第一生命保険株式会社の協力のもと、同社の顧客へ配布するメール配信周
知のチラシを作成しました。市ホームページについては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う情報発
信として、ブランディングエリアや緊急情報エリアを積極的に活用するとともに、各課所管のページについ
て、適切な管理を呼びかけ、イベント中止情報は速やかに掲載するよう注意喚起しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 3,545,856 3,884,396 6,484,852

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

570 843

件
110.2% 103.6% 153.3%

②
メール配信による情報
提供数

単位
550 550 550 550 550

606

7,027,128 11,960,172

件
156.9% 158.9% 248.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
ホームページアクセス
件数

単位
4,023,000 4,423,000 4,823,000 5,223,000 5,550,000

6,310,374

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 総務部市政情報課 関係部課 環境経済部久喜ブランド推進課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ シティプロモーションの推進 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　戦略的かつ効果的な広報活動を実施するため、広報紙、ホームページ、電子メール、公式ＳＮＳ及び公式動画チャ
ンネル等を活用して、行政の情報を市民に提供します。
また、様々な情報発信媒体を活用し、市内外に本市の魅力を発信するなど、シティプロモーションの推進に努めま
す。

細施策１ 広報・広聴活動の充実 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ７　戦略的かつ効果的な広報・広聴活動の推進 総合振興計画大綱 １　市民が参加し、地域コミュニティ豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

シティプロモーション推進事業 170212136 - 2 2 ②

市民の声事業 170110707 - － － －

データ放送配信事業 170110706 - － － －

メール配信事業 170110705 ② － － －

ホームページ事業 170110704 ① － － －

広報発行事業 170110703 - － － －

広報広聴業務経費 170110702 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、国や自治体からの情報が注目されている中で、市ホームペー
ジへのアクセス数は従来に比べて急増しています。情報発信の充実や情報の探しやすさが一層求められている
ことから、関係課と調整しつつ、見やすく分かりやすいホームページの構成を引き続き研究していきます。ま
た、新型コロナウイルス感染症関係に限らず、各担当課に情報の整理や積極的な情報発信を呼びかけていくと
ともに、ホームページ管理担当課としてホームページ全体の適切な管理に努めていきます。
メール配信サービスについても、新型コロナウイルス感染症関連の情報を多数発信していることから、情報
の正確性や迅速性がますます重要となっています。老若男女問わず分かりやすい表現となるよう心がけるな
ど、発信内容の精査を行うとともに、迅速な発信に努めます。また、様々な機会を捉えてチラシを作成・配布
するなど、引き続き登録者数の増加を図っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

1,000,000

回
実績 907,769

達成率 104.3%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

ＰＲ動画が再生された回数
（累計）

単位 目標 870,000 950,000

基本目標 住んでよかった、来てよかったと思える魅力的なまちをつくる KPI番号 ② 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　環境学習会の開催に当たり、新型コロナウイルス感染症に対応した開催方法等を検討するとともに、事業の
実施について、さらなる周知に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　環境学習会の開催に当たり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の徹底（手指の消毒、検温、参
加者の距離の確保）を図りながら、可能な限り開催しました。また、開催の際は、市ホームページや広報紙で
周知を図りました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 10,499,617 10,597,217 11,199,810

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

88.1 66.1

％
98.4% 113.7% 85.2%

③ 河川の水質基準達成率

単位
77.3 77.5 77.6 77.8 78.0

76.1

6 3

回
100.0% 85.7% 42.9%

② 環境学習会開催数

単位
7 7 7 8 8

7

4 4

団体
57.1% 57.1% 57.1%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 環境関係住民団体数

単位
7 7 7 7 8

4

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部環境課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 緑化の推進 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　本市には、河川や用水、池沼、湿地などの水辺、屋敷林、農地などの緑豊かな景観が広がっています。
　この豊かな自然を守るために、樹林地や屋敷林等の保全を推進するとともに、動植物の生態系を育むなど、自然環
境の保全・創造に努めます。
　また、市民が自然環境の大切さを実感する機会を設けることや小・中学校での環境教育等を通じて、環境意識の高
揚に取り組みます。

細施策１ 意識啓発の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 １　自然環境の保全・創造 総合振興計画大綱 ２　自然とふれあえる、環境に優しいまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

公害監視調査事業　水質 210211819 ③ － － －

緑化推進事業 210211811 - 4 3 －

自然保護事業 210111812 - 4 3 －

環境学習事業 210111810 ② 4 3 －

環境団体支援事業 210111805 ① － － －

環境監査委員会事業 210111804 - － － －

環境審議会事業 210111803 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　環境関係住民団体数については、菖蒲地区に団体登録がありませんが、地域の特性を勘案し、今後どのよう
な支援ができるか検討していきます。
　環境学習会については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、令和3年1月に実施予定であっ
た「野鳥観察会」が中止となったほか、「目で見る環境講座」が3回全て中止となり、7回開催という目標を
達成することができませんでした。
　引き続き、感染防止対策（手指の消毒、検温、参加者の距離の確保）を講じた上での開催を進めるととも
に、オンライン等の新たな手法での実施可能性についても検討します。
　河川の水質基準については、長期間監視を続けていく必要があるため、今後も情報を積極的に公表し、市民
の水環境保全に対する意識の向上を図っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　公害に関する苦情件数の削減に向けて、引き続き啓発活動などを実施し、快適な生活環境の維持に努められ
たい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　公害に関する苦情については、それぞれの状況に応じて解決に向けての調整や提案などを行っており、職員
によるパトロールの際に、苦情の原因になり得る事案がないか注意するとともに、市ホームページや広報くき
などを通じた啓発活動を実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 19,930,720 21,034,337 21,788,030

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

公害に関する苦情件数については、埼玉県の公害相談記録データベースシステムの基準に合わせた件数()内数値も併記している。

③

単位

87(20) 94(24)

件
66.4% 137.9% 132.9%

令和2年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため中止した。

② 公害に関する苦情件数

単位
140以下 140以下 140以下 140以下 140以下
187(42)

25,428 0

人
120.4% 114.8% 0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
ゴミゼロ・クリーン
久喜市民運動参加人数

単位
21,525 22,144 22,762 23,380 24,000

25,921

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部環境課 関係部課 上下水道部下水道施設課

細施策４ 不法投棄に対する監視と防止の啓発 細施策１０

細施策５ 動物愛護と適正飼育 細施策１１

細施策２ 公共用水域の水質保全 細施策８

細施策３ 公害等の環境問題への対応 細施策９

施策の
基本的
方向性

　快適で心やすらぐ生活環境を実現するため、市民や事業者の協力を得て、水質汚濁や大気汚染などの公害防止対策
を進めます。
　また、合併処理浄化槽の普及と管理など、家庭における生活雑排水対策や啓発活動に努めるとともに、環境美化活
動や不法投棄の監視等を強化します。

細施策１ まちをきれいにする運動の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　快適な生活環境の創造 総合振興計画大綱 ２　自然とふれあえる、環境に優しいまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

畜犬対策事業 220511822 - － － －

除草代行事業 220411824 - － － －

不法投棄対策事業 220411820 - － － －

公害監視調査事業　公害 220311818 ② － － －

地域保健衛生事業 220111823 ① － － －

ポイ捨て等及び路上喫煙防止対策事業 220111821 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動については、令和2年度及び令和3年度は新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止のため中止としましたが、市民の環境美化意識の向上を図るため、感染拡大防止対策を行った上で
実施する地域清掃活動等に対し、ゴミ袋を配布するなどの支援をしていきます。また、今後の実施方法につい
ては、新型コロナウイルス感染症の感染状況等を注視し、密にならないような方法を検討していきます。
　公害に関する苦情については目標を達成していますが、引き続き、苦情の原因となり得る事案がないか注意
してパトロールを実施するとともに、可能な限り苦情がある前に対応します。また、啓発活動を通して苦情の
原因が減少するよう努めていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

18



１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　埼玉県景観計画に基づき、一定規模を超える建築や物件の堆積、外観の変更等に係る届出を12件受理しま
した。また、地区計画区域内における行為の届出を77件受理しました。
　埼玉県や圏央道沿線の市町とともに、圏央道周辺における乱開発抑止一斉パトロールを1回実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） － － －

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

15 15

地区
100.0% 100.0% 100.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
地区計画を定めている
地区数

単位
15 15 15 15 15

15

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 建設部都市計画課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 特色ある市街地の景観づくり 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市民や企業等の景観保全意識の醸成を図るとともに、景観を乱すおそれのある建物や野立て看板に対する規制な
ど、美しい田園風景や歴史的景観の保全に努めます。

細施策１ 良好な景観の保全 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　美しい景観の形成 総合振興計画大綱 ２　自然とふれあえる、環境に優しいまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

街路樹管理事業 230113407 － － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　地区計画に定めている制限内容を、市民の方や事業者等に分かりやすい形で周知するよう努めます。
　埼玉県景観計画に係る届出制度の周知を図り、適切な指導を行うことで、引き続き美しい景観の維持や良好
な街並みの形成及び保全に努めます。
　圏央道周辺における乱開発を防ぐことで、美しい田園風景の保全に努めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 建設部長　齋藤　光紀

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　資源の分別徹底について、引き続き市民へ周知・啓発を図り、再生利用率の向上に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　広報紙やホームページ、分別アプリを通じて、分別排出や食品ロス削減を呼びかけ、ごみの排出抑制を図るとともに、ご
みの減量のための生ごみ処理容器を購入した住民や事業者に対して補助金を交付しました。また、資源の再利用を促進する
ため、ごみを減らしてきれいな街づくり表彰制度により、減量化や資源化に取り組む住民団体を表彰しました。さらに、リ
サイクルの推進を図るため、宅配便を利用したパソコンと小型家電の回収を行うことや、使用済みインクカートリッジの回
収を行うため、インクカートリッジ里帰りプロジェクトへ参画し、各清掃センターに回収箱を設置しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円）

2,414,497,000 2,374,747,000 2,506,750,000

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

30.2 29.6（速報値）

％
92.9% 93.2% 85.5%

②
再生利用率
（リサイクル率）

単位
32.4 32.4 34.6 34.6 34.6

30.1

512 524（速報値）

g
100.6% 93.3% 73.7%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
市民一人１日当たり
ごみ排出量
（資源物を除く）

単位
480以下 480以下 415以下 415以下 415以下

477

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部資源循環推進課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ ごみの収集・運搬体制の充実 細施策８

細施策３ ごみ・し尿処理体制の充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　循環型社会の構築を目指し、市民、事業者及び行政の協働によるごみの減量化と資源化を推進するとともに、安全
で安心な廃棄物処理により、一層の環境負荷の低減を図ります。

細施策１ ごみ減量化運動の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ４　廃棄物処理の充実 総合振興計画大綱 ２　自然とふれあえる、環境に優しいまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

し尿処理事業 240311906 － － － －

ごみ処理施設整備基金積立事業 240311908 － － － －

北本地区衛生組合負担金事業 240311907 － － － －

ごみ処理施設整備推進事業 240311904 － － － －

久喜宮代衛生組合負担金事業 240311903 ①② － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　市民一人当たりごみ排出量や再生利用率（リサイクル率）については、新型コロナウイルス感染症の影響に
より前年度と比べごみ排出量が増加するとともに、再生利用率が低下しており、さらなるごみの減量化及びご
みの中に混入されている資源物の再利用に向け、正しい分別区分を地域住民に理解していただく必要がありま
す。
　従来のリデュース（減量）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）に加え、リフューズ（不用なも
のは受け取らない）、リペア（修理）という概念を加えた「５Ｒ」の定着を目指し、ごみの減量に関するさま
ざまな情報を広報紙やホームページ、分別アプリで引き続き、周知を図っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　市自らの事務・事業に伴って排出する温室効果ガス総排出量を削減するため、環境目標プログラムを作成
し、目標達成に向けて取り組みました。住宅用エネルギーシステム設置費補助金については、7機種合計407
件に補助金13,960,000円を交付しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 14,472,000 11,722,000 14,232,000

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

5,327 5,787

kW
94.7% 94.3% 100.6%

②
設置された住宅用太陽
光発電システムの最大
出力

単位
5,150 5,650 5,750 5,850 5,950

4,877

12,809 11,685

t
89.1% 91.0% 100.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①

市の事務・事業から
排出される温室効果
ガス総排出量
（二酸化炭素換算）

単位
11,746以下 11,746以下 11,746以下 11,746以下 11,746以下

13,024

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部環境課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 再生可能エネルギー・省エネルギー導入の促進 細施策８

細施策３ 環境マネジメントシステムの運用 細施策９

施策の
基本的
方向性

　温室効果ガスの排出量削減など環境への負荷の軽減を図るため、太陽光発電などの再生可能エネルギーを活用する
とともに、省エネルギー機器導入の促進、環境意識の普及・啓発などを図り、低炭素社会の実現に努めます。

細施策１ 地球環境問題に関する意識啓発 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ５　地球環境問題への対応 総合振興計画大綱 ２　自然とふれあえる、環境に優しいまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

環境マネジメントシステム運用事業 250311806 ① － － －

電気自動車等普及促進事業 250211808 - － － －

新エネルギー導入事業 250211807 ② － － －

緑のカーテン事業 250111814 - － － －

リサイクル促進事業 250111809 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　市の事務・事業から生じる温室効果ガス排出量は、令和元年度の12,809tから令和2年度の11,685tと削減す
ることができ、目標値である11,746t以下を達成することができました。ただし、この結果については、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う事業の縮小や中止等の特殊要因が影響していることが考えられること
から、引き続き目標値の達成に向けて取り組んでいきます。
　また、住宅用エネルギーシステム設置費補助金についても順調に推移し、交付金額が令和元年度の
11,450,000円から令和2年度の13,960,000円と増加し、太陽光発電システム出力の目標値を達成することがで
きました。
　今後も、本市が令和3年4月22日に行った久喜市「ゼロカーボンシティ」宣言の実現に向け、市民が利用し
やすい制度となるよう取り組んでいきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　不妊治療費助成等について、必要に応じて助成内容の見直しを検討するとともに、事業内容について、さら
なる周知に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　県の不妊治療費助成事業の助成額や対象者などが拡大されたことに併せ、市の不妊治療費助成事業の対象者
も拡大したことで、申請者が増加しました。当該事業の見直しを含め、市ホームページ等を更に活用し、事業
の周知を図りました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 188,943,770 192,566,207 157,458,022

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

100.0 99.9

％
103.4% 103.1% 102.0%

⑤
乳幼児健康診査の
未受診児に対する
状況把握率

単位
96.0 97.0 98.0 99.0 100

99.3

66.2 50.0

％
99.5% 100.3% 73.5%

④
がん検診精密検査
受診率

単位
65.0 66.0 68.0 69.0 70.0

64.7

41,225 32,497

人
98.6% 95.2% 71.7%

③ がん検診受診者数

単位
41,200 43,300 45,300 47,300 49,300

40,642

男17.87 女20.52 男18.05 女20.64

年
男102.5% 女100.5% 男102.1% 女101.3% 男103.1% 女101.9%

② ６５歳健康寿命

単位
男17.50 女20.25 男17.50 女20.25 男17.50 女20.25 男17.50 女20.25 男17.50 女20.25

男17.94 女20.36

74,400 34,675

人
83.0% 87.5% 40.8%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
健康づくりに関する
事業への参加者数

単位
85,000 85,000 85,000 85,000 85,000

70,581

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 感染症対策の推進 細施策１２

所管部課 健康・子ども未来部健康医療課 関係部課 福祉部高齢者福祉課、健康・子ども未来部中央保健センター、健康・子ども未来部子ども未来課、教育部学務課、教育部生涯学習課

細施策４ 歯科口腔保健の推進 細施策１０

細施策５ 精神保健と自殺対策の推進 細施策１１

細施策２ 各種健（検）診の充実 細施策８

細施策３ 母子保健の充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市民の健康づくりと食育を推進するため第２次久喜市健康増進・食育推進計画に基づき、健康増進と食育の推進に
関する各種事業の充実を図ります。
　また、健康づくりや食育は、市民一人ひとりが主体的に取り組むことが重要であり、関係するボランティア団体等
と協働し、地域全体で取り組む意識を高めます。

細施策１ 健康づくりと食育の推進体制の整備 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 １　健康づくり・食育の推進 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　健康づくり・食育に関する事業は、新型コロナウイルス感染症の影響で、事業の一部が中止となったことな
どにより参加者数が大幅に減少しました。健康づくり・食育に関する事業は、子どもから高齢者まで幅広い世
代の市民にとって参加しやすい事業内容や開催方法を検討しながら、取り組んでいく必要があります。今後も
「第2次久喜市健康増進・食育推進計画」の推進のため、関係各課と連携を図り、より多くの市民の健康づく
りや食育への意識を高め、健康増進につなげられる事業の展開に努めていきます。
　がん検診は、新型コロナウイルス感染症の影響による「受診控え」等が課題と考えることから、更なる普及
啓発を図り、受診率の向上に努めます。また、乳幼児健康診査未受診児の状況把握と対策の強化、不妊治療の
周知方法の工夫（ホームページの修正、広報紙の活用等）、生活習慣病の正しい知識の普及、埼玉県コバトン
健康マイレージ事業を普及する等運動習慣の定着や食生活の改善に向けた保健指導の強化など、健康づくりの
推進をしていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 健康・子ども未来部長　山﨑　智子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

3,000

人
実績 2,048

達成率 102.4%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

埼玉県コバトン健康マイレー
ジ事業参加者数

単位 目標 2,000 2,500

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ② 総合振興計画成果指標との重複 －

135

件
実績 111

達成率 82.2%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

不妊検査・不育症検査・
不妊治療費の助成件数

単位 目標 135 135

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ② 総合振興計画成果指標との重複 －
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25 予防接種事業 310612904 - － － －

新型コロナウイルスワクチン接種事業 310612801 - － － －

新型コロナウイルス感染症検査費助成事業 310612713 - － － －

感染症対策事業 310612705 - － － －

精神保健事業 310512905 - － － －

自殺対策事業 310512704 ① － － －

成人歯科健康診査事業 310412919 - － － －

妊婦歯科健康診査事業 310412918 - － － －

産後ケア事業 310312915 - 3 1 －

子育て世代包括支援センター事業 310312914 - 3 1 －

母子訪問指導事業 310312910 - － － －

乳幼児相談・教室事業 310312909 - － － －

乳幼児健康診査事業 310312908 ⑤ － － －

ママ・パパ教室事業 310312907 - － － －

妊婦健康診査事業 310312906 - － － －

母子愛育会地域活動事業 310312902 - － － －

新生児聴覚検査費助成事業 310312917 - － － －

不妊検査・不育症検査・不妊治療費助成事業 310312916 - 3 1 ②

成人健康診査事業 310212911 ①③④ － － －

成人健康相談事業 310112913 - － － －

健康づくり推進事業 310112912 ① 4 1 ②

食生活改善事業 310112903 - － － －

健康マイレージ助成事業 310121733 - － － －

健幸・スポーツ都市宣言推進事業 310115508 - 4 1 ①

健康づくり・食育推進事業 310112709 ①② 4 1 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　地域医療の充実については、「埼玉県東部北地区地域医療対策事務研究会」の幹事市として、第二次救急医
療圏である東部北地区における小児救急医療に関し構成市町及び保健所と協議を行うとともに、病院群輪番制
の参加医療機関に対し補助金を交付しました。また、新型コロナウイルス感染症対策として、市内の医療機関
等を支援するため、衛生用品の提供や商品券の給付を行いました。成果指標である「とねっと」に関しては、
保健事業や就学時健康診断などの機会を捉え普及啓発に努めたほか、広報紙に特集記事を掲載しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） － － －

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

23.1 22.8

％
93.6% 82.5% 76.0%

②
市内医療機関の
「とねっと」参加率

単位
25.0 28.0 30.0 32.0 35.0

23.4

5,457 5,580

人
88.0% 72.8% 62.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
「とねっと」参加
申込者数

単位
6,000 7,500 9,000 10,500 12,000

5,279

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 健康・子ども未来部健康医療課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 救急医療・災害時医療等の充実 細施策８

細施策３ 医療に関する情報提供の充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　地域完結型医療を確立するため、地域の医療機関が機能分化と連携を進めるとともに、行政、市民、医療機関等の
３者がそれぞれの役割を認識し、協働により地域医療を推進します。
　また、救急医療については、重症度に応じた初期救急医療から三次救急医療までの重層的救急医療体制の整備を促
進するとともに、休日や夜間等における医療体制の一層の強化に向け、関係機関と調整を図ります。

細施策１ 地域医療及び地域医療提供体制等の充実 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　地域医療の充実 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

健康医療啓発事業 320312703 － － － －

防災備蓄品整備事業 320212716 － － － －

休日夜間急患診療所運営事業 320212715 － － － －

休日夜間急患診療所管理事業 320212714 － － － －

産婦人科医療機関開業支援事業 320112710 － 3 1 －

地域医療推進事業 320112707 － － － －

地域医療対策事業 320112706 － 4 1 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　本市における初期救急医療の提供に関しては、久喜市休日夜間急患診療所が新型コロナウイルス感染症の影
響により休診していることから、この間、市内医療機関の協力を得て休日診療を行う体制を整備しています。
このため、当該感染症が収束するまでは、現在の体制を継続していきます。
　また、二次救急医療については、「埼玉県東部北地区地域医療対策事務研究会」の構成市町などの関係行政
機関及び医療機関と連携し、提供体制を維持していきます。
　「とねっと」については、現在、医療ネットワークシステムを国が導入する動きがある中で、そのあり方が
課題となっています。「とねっと」への参加を促進することや国が導入を検討している医療ネットワークシス
テムへの対応に関しては、利根保健医療圏全体の課題であることから、埼玉利根保健医療圏医療連携推進協議
会において引き続き協議を行います。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 健康・子ども未来部長　山﨑　智子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　待機児童の解消に向けて、受け皿となる施設整備などの取組みを遅滞なく実施されたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　特別保育事業については、小規模保育事業所3園、認定こども園1園の創設により、公立保育所5園、私立保
育所12園、小規模保育事業所8園、認定こども園10園、計35箇所で実施しました。また、保育所待機児童につ
いては、保育需要の拡大により待機児童が40人（令和2年4月1日現在）が出ました。このことから、待機児童
を縮減するため、令和2年度中に新たに私立保育所2園、小規模保育事業所4園の整備を進め、令和3年度にお
ける利用定員を257人拡大させました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 671,529,366 484,281,285 723,454,396

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

※理科大跡地活用の見直し及び、保育無償化に伴う利用者の減少が見込まれるため、現状値を維持する。

④

単位

30,677 11,129

人
104.5% 95.9% 34.8%

③
子育て支援センター
利用者数

単位
29,800 32,000 32,000 32,000 40,000

31,145

22 40

人
0% 0% 0%

② 保育所等待機児童数

単位
0 0 0 0 0

23

32 35

箇所
100.0% 106.7% 116.7%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
特別保育実施保育所等
数

単位
30 30 30 30 30

30

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 健康・子ども未来部子ども未来課 関係部課 健康・子ども未来部保育課

細施策４ 子育て支援体制の充実 細施策１０

細施策５ 子育て環境の整備 細施策１１

細施策２ 様々な保育ニーズへの対応 細施策８

細施策３ 要保護児童等に対する対策の充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　各種の保育サービスや放課後児童健全育成事業、家庭児童相談等の充実をはじめ、多様なニーズに対応し、誰もが
安心して子どもを産み育てることができるよう子育て支援の充実を図ります。
　経験豊かな高齢者の知識や地域の輪を生かし、地域全体で子育て家庭を支援する環境づくりを推進します。

細施策１ 子育ての総合的支援 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　子育て支援の充実 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　保育ニーズの高まりや幼児教育・保育の無償化により保育需要は拡大しています。このため、様々な保育ニーズに応えら
れるよう、多様化する子育てニーズを把握し、ニーズに応じた子育て支援施策を進めることが必要となります。
　また、待機児童については、令和2年度中に新たに私立保育所2園、小規模保育事業所4園の整備を進めたこともあり、令
和3年4月1日現在で解消されていますが、新型コロナウイルス感染症の影響による在宅ワークの増加や育児休業延長などの
動きが社会的にみられることから、当該感染症が落ち着いた際に再び保育需要が高まる可能性もあります。今後は、共働き
世帯の増加や就労形態の多様化等の動きにも注視しつつ、保育需要に対し供給量が適切に保たれるよう取り組みます。地域
子育て支援センター等の利用者数は年々増加傾向にあり、子育て中の親子や子どもたちの交流の場及び遊び場等を求める保
護者、児童は増加していると考えられます。このような需要に応えられるよう、引き続き各種子育て支援事業について、感
染対策を徹底した上で工夫して事業に取り組んでいきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 健康・子ども未来部長　山﨑　智子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

別紙のとおり

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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３．第２期総合戦略との関連

14

施設
実績 8

達成率 57.1%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

障がい児保育受入施設数

単位 目標 14 14

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ⑤ 総合振興計画成果指標との重複 －

467

人
実績 22

達成率 11.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

病児・病後児保育利用延人数

単位 目標 200 340

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ④ 総合振興計画成果指標との重複 －

945

人
実績 898

達成率 97.6%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

ファミリー・サポート・セン
ターの登録会員数

単位 目標 920 930

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ③ 総合振興計画成果指標との重複 －

40

人
実績 22

達成率 55.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

保育士人材確保就労支援金
交付対象

単位 目標 40 40

基本目標 積極的な経済活性化、安心して働けるまちをつくる KPI番号 ⑥ 総合振興計画成果指標との重複 －
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45 児童館運営事業 330513029 - 3 2 －

児童館管理事業 330513028 - － － －

児童館運営委員会事業 330513027 - － － －

地域子育て支援拠点事業費補助事業 330513026 - － － －

つどいの広場事業 330513025 - － － －

地域子育て支援センター運営事業 330513024 ③ 3 2 －

地域子育て支援センター管理事業 330513023 - － － －

ファミリー・サポート・センター運営事業 330513010 - 3 2 ③

おもちゃ図書館運営事業 330513005 - － － －

児童福祉施設入所事業 330413030 - － － －

ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 330413021 - － － －

ひとり親家庭子育て支援臨時給付金給付事業 330413020 - － － －

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 330413019 - － － －

児童手当給付事業 330413018 - － － －

児童扶養手当給付事業 330413017 - － － －

未熟児養育医療給付事業 330413014 - － － －

自立支援医療費（育成医療）支給事業 330413013 - － － －

すくすく出産祝金支給事業 330413012 - － － －

ひとり親家庭自立支援事業 330413011 - － － －

子どものショートステイ事業 330413009 - － － －

子育て支援ホームヘルパー派遣事業 330413008 - － － －

ひとり親家庭等医療費支給事業 330413007 - － － －

子ども医療費支給事業 330413006 - － － －

放課後児童クラブ施設整備事業 330413114 - － － －

放課後児童健全育成事業 330413113 - － － －

養育支援訪問事業 330313015 - － － －

家庭児童相談室運営事業 330313004 - 3 2 －

多子世帯保育所保育料等軽減事業 330213122 - 3 2 －

江面学童クラブ移転改修事業 330213120 - － － －

保育所等業務効率化推進事業 330213119 - － － －

保育所等利用者副食費助成金交付事業 330213118 - － － －

子育てのための施設等利用給付事業 330213117 - － － －

幼児教育・保育無償化実施事業 330213116 - － － －

病児保育委託事業 330213115 - 3 2 ④

実費徴収に係る補足給付事業 330213112 - － － －

保育士等人材確保支援事業 330213111 - 1 3 ⑥

小規模保育改修費等支援事業 330213110 ② － － －

私立保育所等施設整備費補助事業 330213109 ② － － －

私立保育所等補助事業 330213108 ① 3 2 ⑤

食品等の放射性物質検査事業 330213107 - － － －

保育所運営事業 330213106 ① － － －

保育所管理事業 330213105 - － － －

児童福祉施設業務経費 330213104 - － － －

子どものための教育・保育給付事業 330213102 - － － －

児童福祉審議会運営事業 330113003 － - - -

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　認知症サポーター養成講座については、オンライン（zoom）により講座を開催し、「はつらつ運動教室」は新型コロナウイルス感染症の影
響で「はつらつリーダー養成講座」は中止となりましたが、「はつらつ体操」のYouTube配信やDVD・ポスターを作成するなど、新たな取組み
を実施しました。いきいきデイサービスでは、スタッフから利用者に電話をし、健康チェックを行い、休止期間中に利用者が孤立しないよう
努めました。介護予防教室においても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、一部事業の中止や休止も行いましたが、回数や定
員の制限を行うなど、感染症対策に留意しながら、コロナ禍であっても、高齢者の生活機能の維持・向上に努めました。
　老人クラブについては、活動が縮小してしまうことがないよう、補助金を交付することで、活動を支援しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 214,109,410 189,804,260 156,570,565

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

122 122

人
110.5% 106.1% 97.6%

⑥
介護予防ボランティア
（はつらつリーダー）
登録者数

単位
105 115 125 135 145

116

1,074 452

人
88.2% 68.8% 28.4%

⑤
認知症サポーター養成
講座新規受講者数

単位
1,530 1,560 1,590 1,620 1,650

1,349

2,153 1,882

人
74.6% 67.3% 58.8%

④ 老人クラブ会員数

単位
3,200 3,200 3,200 3,200 3,200

2,388

354 288

人
96.1% 98.3% 75.8%

③
いきいきデイサービス
の参加者数

単位
360 360 380 390 400

346

26,079 28,382

人
128.6% 130.4% 118.3％

②
地域包括支援センター
相談者数

単位
20,000 20,000 24,000 27,000 30,000

25,726

31,327 1,482

人
108.2% 101.1% 4.6%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
介護予防教室等の
参加者数

単位
30,000 31,000 32,000 33,000 33,500

32,465

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 福祉部高齢者福祉課 関係部課 福祉部社会福祉課、福祉部介護保険課

細施策４ 介護予防の推進 細施策１０

細施策５ 生きがいづくりと社会参加の推進 細施策１１

細施策２ 高齢者支援サービスの充実 細施策８

細施策３ 介護保険サービスの充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　高齢者福祉施設の整備や介護保険事業の充実を図るため、市民やボランティア、関係機関との連携を密にして、多
様な介護予防・生活支援サービスを提供し、住み慣れた地域での高齢者の生活を支える地域包括ケアシステムの構築
を推進するとともに、災害時における要援護高齢者の避難支援体制の確立に努めます。
　また、高齢者がその経験や知識を生かし、地域コミュニティ活動等に参加できる機会の充実を図るなど、生きがい
づくりを推進し、地域で支えあう社会作りを進めます。

細施策１ 高齢者支援体制の整備 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ４　高齢者福祉の充実 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　高齢者人口が増加する中で、高齢者が健康で自分らしく安心して暮らせる環境が求められています。介護予
防事業等の充実や高齢者の生きがいづくり、社会参加の促進等を推進し、可能な限り住み慣れた地域で暮らし
ていけるよう、地域包括ケアシステムの構築が必要となっています。
　今後の施策の方向性としては、高齢者が元気な時から介護予防や健康づくりを行い、地域活動や社会参加を
通しての生きがいづくりを推進します。また、地域住民、ボランティア団体、関係機関等とより連携を図り、
地域の支え合い活動を活発にします。介護が必要な状態になっても、できるだけ自分らしく住み慣れた地域で
暮らしていけるよう、地域包括ケアシステムの構築を更に推進します。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 福祉部長　戸ヶ崎　利夫

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29 高齢者ふれあい元気サロン補助事業 340512519 ー － － －

老人クラブ活動補助事業 340512211 ④ － － －

敬老事業 340512210 ー － － －

一般介護予防事業 340432510 ①⑥ － － －

介護予防・生活支援サービス事業 340432509 ー － － －

高齢者福祉センター委託事業 340412515 ー － － －

鷲宮福祉センター管理事業 340412514 ー － － －

菖蒲老人福祉センター管理事業 340412513 ー － － －

いきいきデイサービス事業 340412505 ③ － － －

新型コロナウイルス感染症対応介護サービス事業所等支援事業 340312605 ー － － －

介護入所施設等オンライン面会環境整備補助事業 340312604 ー － － －

介護サービス利用者負担助成事業 340312603 ー － － －

介護保険特別対策事業 340312602 ー － － －

任意事業（介護保険課分） 340232627 ー － － －

任意事業（高齢者福祉課） 340232505 ⑤ － － －

成年後見推進事業 340212520 ー － － －

県社協｢あんしんサポートねっと」利用助成事業 340212512 ー － － －

徘徊高齢者･障がい者探索システム事業 340212511 ー － － －

訪問理容サービス事業 340212510 ー － － －

高齢者日常生活用具購入費助成事業 340212509 ー － － －

緊急時通報システム設置事業 340212508 ー － － －

寝具乾燥消毒等事業 340212507 ー － － －

生活援助サービス事業 340212506 ー － － －

高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事業 340132605 ー － － －

生活支援体制整備事業 340132508 ー － － －

認知症総合支援事業費 340132507 ー － － －

在宅医療・介護連携推進事業 340132506 ー － － －

地域包括支援センター事業 340132504 ② － － －

偕楽荘外壁補修事業 340112521 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　障がい者の就労実績は目標を下回りましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が大きいと推察
されます。福祉タクシーの利用も同じく感染拡大の影響で減りましたが、自動車燃料費助成は増えています。
障がい者が外出や生活しやすい環境を整えるため、各種給付・手当支給等を行いました。また、障がい者がそ
の能力と適性に応じ自立した生活が送れるよう、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス（居宅介護等、
日中活動系等）の給付を行いました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円）

2,092,784,507 2,190,451,195 2,297,455,203

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

587 559

人
89.2% 91.7% 87.3%

⑤
要援護者見守り支援
事業のうち障がい者の
登録者数

単位
640 640 640 640 640

571

1,201 1,251

人
99.9% 107.2% 111.7%

④
日中活動系サービスを
受けている障がい者の
数

単位
1,120 1,120 1,120 1,120 1,120

1,119

369 352

人
115.6% 115.3% 110.0%

③
居宅介護等サービスを
受けている障がい者の
数

単位
320 320 320 320 320

370

80.7 79.8

％
101.8% 100.9% 99.8%

※特別支援学校卒業生（3年生）を含む

②

福祉タクシー利用助成
や自動車燃料費助成を
受けている障がい者の
割合

単位
80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

81.4

30 20

人
110.0% 100.0% 66.7%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
障がい者就労支援事業
登録者における障がい
者の就労数

単位
30 30 30 30 30

33

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 福祉部障がい者福祉課 関係部課

細施策４ 施設・生活環境の整備 細施策１０

細施策５ 権利擁護の推進 細施策１１

細施策２ 就労・社会参加の促進 細施策８

細施策３ 障がい福祉サービスの充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　障がいのある人もない人も、相互に理解を深め支え合いながら、ノーマライゼーションの理念のもと、障がい者
（児）が生活しやすい環境を整えます。
　障がい者（児）のニーズに的確に対応したきめ細かい支援サービスを提供するため、福祉ボランティア等の団体と
連携し、自立に向けた支援の充実を図るとともに、災害時にも対応できる体制の確立に努めます。

細施策１ 自立生活の支援 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ５　障がい者（児）福祉の充実 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　就労支援の相談件数は増加しており、コロナ禍の社会情勢を踏まえ、苦しい状況下でも障がい者の就労に関
してどのような支援ができるかが課題となりますが、新規開拓企業をどのように確保するか等、委託先である
社会福祉法人とともに検討し、引き続き障がい者の就労支援を進めます。タクシー利用料及び自動車燃料費助
成については、障がい者の外出を容易にし、生活範囲の拡大を図るために必要な事業であるため、引き続き計
画どおり実施していきます。
　日中活動の支援を行う通所施設やグループホームの需要が高まっており、市内に提供事業所が増えているも
のの、地域、時期、サービスの種類によっては受け入れ先の確保が課題となっています。
　今後も、障がい者の個々のニーズや生活を把握し、障がい者が自己の選択により多様なサービスを適切に利
用できるような体制づくりを進め、地域で安心して暮らし続けられるよう、障がい者の生活を総合的に支援す
るとともに、福祉・介護・教育・医療機関や福祉ボランティア団体等との連携を強化し、サービス基盤の整備
を進めていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 福祉部長　戸ヶ崎　利夫

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

40



５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48 新型コロナウイルス感染症対応障害児通所支援事業所等支援事業 350012449 - － － －

新型コロナウイルス感染症対応障害福祉サービス事業所等支援事業 350012444 - － － －

障がい（児）福祉計画策定事業 350012442 - － － －

のぞみ園管理運営事業 350412450 - － － －

くりの木作業室等整備事業 350412446 - － － －

障がい者施設運営事業 350412445 - － － －

障がい者入所施設オンライン面会環境整備補助事業 350412443 - － － －

パーキングパーミット交付事業 350412438 - － － －

民間施設バリアフリー化支援事業 350412432 - － － －

共同生活援助（差額）補助事業 350412431 - － － －

重度身体障害者居宅改善整備補助事業 350412430 - － － －

心身障がい児通園施設利用者負担額助成事業 350312447 - － － －

在宅重症心身障がい児レスパイトケア事業 350312440 - － － －

重度心身障がい者自動車燃料費助成事業 350312437 ② － － －

福祉タクシー利用料助成事業 350312436 ② － － －

障がい者就労支援事業 350312435 ① － － －

障害児（者）生活サポート補助事業 350312434 - － － －

難病患者見舞金支給事業 350312429 - － － －

在宅重度心身障害者手当支給事業 350312428 - － － －

特別障害者手当支給事業 350312427 - － － －

在宅障がい者紙おむつ給付事業 350312426 - － － －

重度心身障害者医療費給付事業 350312425 - － － －

生活ホーム事業 350312424 - － － －

障がい者施策推進協議会運営事業 350312423 - － － －

障がい者団体活動費補助事業 350212433 - － － －

ボランティア育成事業 350212420 - － － －

社会参加促進事業 350212419 - － － －

障がい者就職支度金給付事業 350212416 - － － －

障害児通所給付費事業 350112448 - － － －

手話普及促進事業 350112441 - － － －

難聴児補聴器購入費助成事業 350112439 - － － －

保育所等巡回支援事業 350112421 - － － －

日中一時支援事業 350112418 - － － －

知的障がい者職親委託事業 350112417 - － － －

更生訓練費給付事業 350112415 - － － －

訪問入浴サービス事業 350112414 - － － －

地域活動支援センター事業 350112413 - － － －

移動支援事業 350112412 - － － －

日常生活用具給付等事業 350112411 - － － －

意思疎通支援事業 350112410 - － － －

相談支援事業 350112409 - － － －

就労継続支援B型工賃支援事業 350112408 - － － －

障害支援区分認定事業 350112407 - － － －

審査支払手数料事業 350112406 - － － －

補装具費給付事業 350112405 - － － －

自立支援医療費事業 350112404 - － － －

訓練等給付費事業 350112403 ③④ － － －

介護給付費事業 350112402 ③④ － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです

42



１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　要援護者見守り支援については、災害時において、地域支援者の負担が過大にならないよう配慮し、事業を
推進されたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　市と社会福祉協議会において策定した「第2次地域福祉計画・地域福祉活動計画」に基づき、コロナ禍にお
いて可能な範囲で地域福祉の充実を図りました。
　民生委員・児童委員、区長、自主防災組織代表者を対象に、要援護者見守り支援事業に係る合同研修会を地
区ごとに開催し、災害時や平常時における支援者の役割について理解を深めていただきました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 103,058,982 110,675,474 99,447,010

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

67 65

箇所
105.0% 111.7% 108.3%

⑤
ふれあい・いきいき
サロン設置数

単位
60 60 60 60 60

63

30,249 29,716

世帯
96.3% 94,5% 92.9%

④ 社会福祉協議会会員数

単位
32,000 32,000 32,000 32,000 32,000

30,831

3,238 3,115

人
68.1% 66.1% 62.3%

③
要援護者見守り支援
台帳登録者数

単位
4,900 4,900 5,000 5,100 5,200

3,336

87 84

団体
97.7% 98.9% 95.5%

②
ボランティア登録団体
数

単位
88 88 88 88 88

86

268 283

人
70.0% 70.5% 74.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
個人ボランティア
登録者数

単位
380 380 380 380 380

266

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 福祉部社会福祉課 関係部課 環境経済部久喜ブランド推進課

細施策４ バリアフリー及びユニバーサルデザインの環境整備の推進 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 地域福祉推進組織の活動支援 細施策８

細施策３ 要援護者の見守り支援 細施策９

施策の
基本的
方向性

　地域福祉に関する意識の向上や福祉ボランティアの育成・支援と連携の強化など、市民、事業者、福祉団体及び行
政が協力して地域の相互扶助機能の充実を図ります。

細施策１ 福祉意識の醸成 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ６　地域福祉・地域ボランティアの充実 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

福祉基金積立事業 360412213 - － － －

要援護者見守り支援事業 360312207 ③ 4 2 －

健康福祉センター管理事業 360212209 - － － －

ふれあいセンター久喜管理事業 360212208 - － － －

地域福祉計画推進事業 360212206 - － － －

久喜市遺族会活動補助事業 360212204 - － － －

久喜市民生委員及び児童委員活動補助事業 360212203 - － － －

社会福祉協議会補助事業 360212202 ①②④⑤ － － －

婚活支援事業 360212102 - 3 1 ①

福祉オンブズパーソン事業 360112205 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　地域福祉の推進のためには、支え合いの意識を高めるための啓発活動や地域福祉活動の担い手となる人材の
育成、気軽にボランティアに参加できる仕組みづくりが求められています。そのため、地域福祉活動の中核的
担い手である社会福祉協議会の機能強化が必要であることから、社会福祉協議会の機能強化を図るため、引き
続き財政面などで支援していきます。また、「第2次地域福祉計画・地域福祉活動計画」が令和4年で終了す
るため、社会福祉協議会と連携し、新たな計画の策定に取り組んでいきます。
　「要援護者見守り支援事業」については、見守りが必要な高齢者や障がい者に対し、より分かりやすく事業
の内容を周知していきます。さらに、地域の支援者の理解を深めるため、民生委員・児童委員、区長、自主防
災組織代表者を対象に、合同研修会を開催します。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 福祉部長　戸ヶ崎　利夫

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

6

件
実績 0

達成率 0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

婚活支援事業補助金交付件数

単位 目標 4 5

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ① 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　国民健康保険税の未納に対しては、納期限内に納付がない場合には督促状を送付し、督促状送付後も納付がない場合に
は、文書や電話により催告を行いました。それでも納付又は納税相談がない場合には財産調査を行い、調査の結果、納税資
力のある滞納者には差押を、納税資力のない滞納者には滞納処分の執行停止を行いました。
　また、生活に困窮する方に対し、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、各世帯の状況を把握し、就労可能な被保護者に
対しては、世帯の自立を促すことを目的に、積極的な就労支援を実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円）

2,843,789,062 2,954,959,314 3,016,050,924

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

32 31

世帯
102.7% 86.5% 83.8%

②
生活保護から自立した
世帯数

単位
37 37 37 37 37

38

7.02 6.45

億円
135.8% 140.3% 142.9%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
国民健康保険税の
滞納額

単位
12.25以下 11.76以下 11.29以下 10.84以下 10.41以下

7.86

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部国民健康保険課 関係部課 財政部収納課、福祉部生活支援課、福祉部介護保険課

細施策４ 介護保険事業の推進 細施策１０

細施策５ 生活保護制度の適正な運用 細施策１１

細施策２ 高齢者医療制度の円滑な運営 細施策８

細施策３ 国民年金制度の啓発 細施策９

施策の
基本的
方向性

　国民健康保険事業の一層の健全化のため、医療費抑制に向けた予防施策等に取り組むとともに、保険税の滞納額の
圧縮やレセプト審査点検による医療費の適正化を図り、保険財政基盤の強化に努めます。また、国民健康保険の広域
化に的確に対応します。
　後期高齢者医療制度については、保険料の収納率の向上に努めるとともに、埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携
し円滑な運営を図ります。生活保護事業等については、その適正な運用と、相談・指導体制の充実に努めます。

細施策１ 国民健康保険事業の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ７　社会保障制度の充実 総合振興計画大綱 ３　子どもから高齢者まで、誰もが健康で安心して暮らせるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　国民健康保険事業については、主要な財源である国民健康保険税の早期の滞納整理に取り組むことで、滞納
額の圧縮の成果が表れています。今後も税負担の公平性を確保するため、納税資力のある滞納者には差押を、
納税資力のない滞納者には滞納処分の執行停止を継続して実施していきます。
　また、生活保護受給者を取り巻く雇用情勢は、コロナ禍において大きく変容していますが、依然として就労
される方の多くはパートや派遣社員などの非正規雇用であり、安定した就労収入を得ることが難しく、なかな
か自立までには至らない状況にあります。就労支援にあたっては、就労支援の長期化によって就労意欲が低下
しないよう、短期間に効率よく、生活保護受給者の状況に応じた求職活動を支援していくことが課題となって
います。生活保護受給者の自立助長のため、市の就労支援相談員や春日部公共職業安定所などの関係機関と連
携を図りながら、就労支援の充実を図るとともに、他法他施策の活用を積極的に行っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55 介護認定調査事業 370432608 － － － －

介護認定審査会事業 370432607 － － － －

賦課徴収事業 370432606 － － － －

介護保険災害臨時特例負担事業 370432604 － － － －

介護保険運営協議会事業 370432603 － － － －

国民年金事務取扱業務経費 370311610 － － － －

一般会計繰出事業 370241707 － － － －

保険料還付加算金事業 370241706 － － － －

保険料還付金事業 370241705 － － － －

後期高齢者医療広域連合納付金事業 370241704 － － － －

徴収事業 370241703 － － － －

一般管理業務経費 370241702 － － － －

後期高齢者医療特別会計繰出事業 370211704 － － － －

後期高齢者医療広域連合負担金事業 370211703 － － － －

高齢者健康増進事業 370211701 － － － －

一般会計繰出事業 370121740 － － － －

償還金事業 370121739 － － － －

保険給付費等支払基金積立金事業 370121738 － － － －

出産費資金貸付事業 370121737 － － － －

健康づくり運動教室事業 370121736 － － － －

がん検診助成事業 370121735 － － － －

人間ドック事業 370121734 － － － －

保養施設利用者助成事業 370121732 － － － －

保健衛生普及事業 370121731 － － － －

特定保健指導事業 370121730 － － － －

特定健康診査事業 370121729 － － － －

財政安定化基金拠出金事業 370121728 － － － －

退職被保険者等該当者リスト事務費拠出事業 370121727 － － － －

介護納付金分国保事業費納付金事業 370121726 － － － －

退職被保険者等後期高齢者支援金等分国保事業費納付金事業 370121725 － － － －

一般被保険者後期高齢者支援金等分国保事業費納付金事業 370121724 － － － －

退職被保険者等医療給付費分国保事業費納付金事業 370121723 － － － －

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 370121722 － － － －

傷病手当金支給事業 370121721 － － － －

葬祭費支給事業 370121720 － － － －

出産育児一時金支払手数料納付事業 370121719 － － － －

出産育児一時金支給事業 370121718 － － － －

退職被保険者等移送費支給事業 370121717 － － － －

一般被保険者移送費支給事業 370121716 － － － －

退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業 370121715 － － － －

一般被保険者高額介護合算療養費支給事業 370121714 － － － －

退職被保険者等高額療養費支給事業 370121713 － － － －

一般被保険者高額療養費支給事業 370121712 － － － －

審査支払手数料納付事業 370121711 － － － －

退職被保険者等療養費支給事業 370121710 － － － －

一般被保険者療養費支給事業 370121709 － － － －

退職被保険者等療養給付事業 370121708 － － － －

一般被保険者療養給付事業 370121707 － － － －

趣旨普及事業 370121706 － － － －

運営協議会業務経費 370121705 － － － －

賦課業務経費 370121704 － － － －

連合会負担金事業 370121703 － － － －

一般管理業務経費 370121702 － － － －

一般管理業務経費（収納課分） 370121201 ① － － －

国民健康保険特別会計繰出事業 370111702 － － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80 生活保護事業 370512305 ② － － －

生活保護業務経費 370512304 － － － －

職員給与費 370512303 － － － －

生活困窮の子どもに対する学習支援事業 370512302 － － － －

生活困窮者自立支援事業 370512301 － － － －

第1号被保険者保険料還付事業 370432629 － － － －

介護保険給付費準備基金積立事業 370432628 － － － －

特定入所者介護予防サービス事業 370432626 － － － －

特定入所者介護サービス事業 370432625 － － － －

高額医療合算介護予防サービス事業 370432624 － － － －

高額医療合算介護サービス事業 370432623 － － － －

高額介護予防サービス事業 370432622 － － － －

高額介護サービス事業 370432621 － － － －

審査支払手数料事業 370432620 － － － －

地域密着型介護予防サービス給付事業 370432619 － － － －

介護予防サービス計画給付事業 370432618 － － － －

介護予防住宅改修事業 370432617 － － － －

介護予防福祉用具購入事業 370432616 － － － －

介護予防サービス給付事業 370432615 － － － －

地域密着型介護サービス給付事業 370432614 － － － －

居宅介護サービス計画給付事業 370432613 － － － －

居宅介護住宅改修事業 370432612 － － － －

居宅介護福祉用具購入事業 370432611 － － － －

施設介護サービス給付事業 370432610 － － － －

居宅介護サービス給付事業 370432609 － － － －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　子どもたちの人間形成の基礎づくりの支援として、新型コロナウイルス感染症拡大防止措置を講じつつ、幼
稚園と小学校の交流活動を推進されたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

（計画）年長児について、久喜市内小学校との交流会を計画し、校舎内見学、授業体験、給食体験など小学生
や小学校教諭と直接触れ合うことにより就学への不安を和らげると共に、期待を高めます。
（成果）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため交流会は中止となりましたが、校庭で遊ばせても
らったり、体育の授業を見学したりしながら雰囲気を味わい、親しみをもたせることができました。また園長
による小学校についての講話を聞く機会を作り、就学への心構えを作ることができました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 38,395,518 45,931,670 8,859,646

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

22 3

回
113.6％ 88.0% 11.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
幼稚園と小学校の交流
活動

単位
22 25 26 27 28

25

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 特別支援教育の充実 細施策１２

所管部課 教育部学務課 関係部課 教育部指導課

細施策４ 保護者への支援体制の充実 細施策１０

細施策５ 幼稚園と保育所の連携 細施策１１

細施策２ 小学校との連携 細施策８

細施策３ 教員の資質・能力の向上 細施策９

施策の
基本的
方向性

　生涯にわたる人格形成の基礎をつくり、また、「生きる力」を培うため、幼稚園・家庭・小学校・地域が相互に連
携を深めるとともに、教育環境を整備し、幼児教育の充実を図ります。

細施策１ 子どもたちの人間形成の基礎づくりの支援 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 １　幼児教育の充実 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

市立幼稚園保育料等検討委員会運営事業 410015126 － － － －

幼稚園業務経費 410015122 － － － －

実費徴収に係る補足給付事業 410415129 － － － －

子育てのための施設等利用給付事業 410415128 － － － －

幼児教育無償化実施事業 410415127 － － － －

私立幼稚園補助事業 410115125 － － － －

幼稚園運営事業 410115124 ① － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　幼稚園教育と就学後の学びの連続性をより充実させていくために、幼小の連携が重要です。幼稚園と小学校
の教員が協同し、双方向からのカリキュラムを作成していく必要があることから、連絡会等を通じて共通理解
を図ります。
　また、新型コロナウイルス感染症が感染拡大する中、園児と児童の安全を最優先に考慮した交流活動の実施
方法を検討し、園と小学校の交流を深めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 教育部長　野原　隆

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　新体力テストの5段階絶対評価で上位3ランク(ABC)の児童生徒の割合や毎日朝食を食べている児童生徒の割
合について、掲げた目標の達成に向けて、さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　各学校の体育担当教諭や養護教諭、栄養教諭、保健主事が委員である体力向上推進委員会を開催し、これま
での新体力テストの結果や、朝食摂取率について取り上げ、市全体の課題について共有を図りました。ま
た、それを受けて、各校が自校の課題を分析し解決に向けた対策を講じました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円）

1,266,855,582 1,247,250,255 1,145,844,635

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

対象学年は小学校5年、中学校2年

⑦

単位

小95.6 中95.9 小96.0 中91.4

％
小98.3% 中96.9% 小96.6% 中96.9% 小96.5% 中91.9%

令和2年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、当該調査が中止となった。

⑥
毎日朝食を食べている
児童生徒の割合

単位
小99.0 中99.0 小99.0 中99.0 小99.5 中99.5 小99.5 中99.5 小100 中100

小97.3 中95.9

小88.0 中85.3 －

％
小99.4% 中100.6% 小99.4% 中96.4% －

対象学年は、小学校6年、中学校3年

⑤

新体力テストの５段階
絶対評価で上位３ラン
ク（ＡＢＣ）の児童
生徒の割合

単位
小88.0 中88.0 小88.5 中88.5 小89.0 中89.0 小89.5 中89.5 小90.0 中90.0

小87.5 中88.5

－ 小82.0 中83.3

％
小103.3% 中95.1% － 小92.1 中93.6

対象学年は、小学校6年、中学校3年

④
「学校が好きだ」と考
えている児童生徒の
割合

単位
小85.0 中85.0 小87.0 中87.0 小89.0 中89.0 小91.0 中91.0 小92.0 中92.0

小87.8 中80.8

－ 小78.9 中69.8

％
小94.9% 中88.3% － 小84.8 中79.3

③
１日１回は読書をして
いる児童生徒の割合

単位
小91.0 中86.0 小92.0 中87.0 小93.0 中88.0 小94.0 中89.0 小95.0 中90.0

小86.4 中75.9

22.3 20.7

％
108.2% 138.5% 126.2%

②
地元農産物を取り入れ
た学校給食食材の割合

単位
15.8 16.1 16.4 16.7 17.0

17.1

19 20

施設
69.2％ 100.0% 62.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
校舎及び屋内運動場等
の非構造部材の落下防
止対策をした施設数

単位
13 19 32 37 37

9

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 安全教育の充実 細施策１２ 学校給食の充実

所管部課 教育部指導課 関係部課 教育部教育総務課、教育部学校給食課

細施策４ 学校における人権教育の充実 細施策１０ 学校の適正規模・適正配置の推進

細施策５ 自立する力を育む教育の充実 細施策１１ 学校施設・設備の整備・充実

細施策２ 豊かな人間性を育む教育の充実 細施策８ 学校・家庭・地域が一体となった教育の推進

細施策３ 体力の向上と心身の健康づくりを図る教育の充実 細施策９ 安全の確保

施策の
基本的
方向性

　小・中学校施設の非構造部材の耐震化などを進め、安全で快適な教育環境を整えるとともに、いじめや不登校の問題などに対応
する機能を集約した新たな施設を整備します。また、学校、家庭、地域との連携を強化して、地域が一体となった学校支援体制を
整え、良好な教育環境の形成に努めます。学校独自の取組みを尊重して特色ある学校づくりを促し、情報通信関連設備の整備によ
る国際化や情報化に対応した教育の充実を図ります。併せて、児童生徒の学力と体力を伸ばすとともに、豊かな人間性を育む学校
教育を推進します。さらに、小・中学校の小規模化に対応するため、学校の適正規模・適正配置の推進に努めます。

細施策１ 学ぶ意欲と確かな学力を育む教育の充実 細施策７ 教職員の資質・能力の向上

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　学校教育の充実 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　小・中学校施設の「校舎及び屋内運動場等の非構造部材の落下防止対策」については、安全で快適な教育環
境を整えるため、一層推進していきます。
　小・中学校の「１日１回は読書をしている児童生徒の割合」については、児童生徒の読書活動を充実を図る
ため、学校図書館を含めた学校における学習活動、公共図書館の活用、家庭での働きかけなどを相互に連携さ
せながら、学校・家庭・地域が一体となった取組みを推進していきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 教育部長　野原　隆

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

70.0

％
実績 57.6

達成率 82.3%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

中学校卒業時に英検3級相当
以上の英語力を有する生徒の
割合

単位 目標 70.0 70.0

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ⑦ 総合振興計画成果指標との重複 －

25.0

％
実績 20.7

達成率 90.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

地場産農産物を取り入れた
学校給食食材の割合

単位 目標 23.0 24.0

基本目標 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちをつくる KPI番号 ⑥ 総合振興計画成果指標との重複 4-2-②
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55 情報教育機器維持管理事業（小学校） 421115325 ‐ 3 3 －

小・中学校児童生徒用端末整備事業 421115324 ‐ 3 3 －

校内通信ネットワーク整備事業 421115309 ‐ 3 3 －

学校図書維持管理事業 421115304 ‐ － － －

学校ＷＡＮ維持管理事業 421115303 ‐ － － －

中学校教材整備事業 421115118 ‐ － － －

中学校卒業記念品助成事業 421115117 ‐ － － －

小学校教材整備事業 421115113 ‐ － － －

小学校卒業記念品助成事業 421115112 ‐ － － －

中学校大規模改造事業 421115015 ‐ － － －

中学校耐震化整備事業 421115014 ① － － －

中学校PCB廃棄物処理事業 421115013 ‐ － － －

中学校維持管理事業 421115012 ‐ － － －

江面第一小学校大規模改造事業 421115011 ‐ － － －

小学校トイレ改修事業 421115010 ‐ － － －

小学校耐震化整備事業 421115009 ① － － －

小学校プール改修事業 421115008 ‐ － － －

江面小学校開校準備事業 421115007 ‐ － － －

小学校PCB廃棄物処理事業 421115006 ‐ － － －

小学校校庭整備事業 421115005 ‐ － － －

小学校維持管理事業 421115004 ‐ － － －

小学校維持管理事業 421113121 ‐ － － －

小・中学校適正規模・適正配置推進事業 421015308 ‐ 3 3 －

江面小学校開校準備事業 421015111 ‐ － － －

小・中学校適正規模・適正配置推進事業 421015106 ‐ 3 3 －

市立小・中学校学区等審議会運営事業 421015105 ‐ － － －

児童生徒安全事業 420915108 ‐ 3 3 －

小・中学校就学事務事業 420815104 ‐ － － －

入学準備金・奨学金貸付事業 420815103 ‐ － － －

コミュニティ・スクール事業 420815321 ‐ 3 3 －

教育活動補助事業 420815316 ③④⑤⑥ 3 3 ⑦

任期付市費負担教職員任用事業 420715307 ‐ － － －

スクール・サポート・スタッフ配置事業 420715306 ‐ － － －

臨時的任用教職員事業 420715305 ‐ － － －

教職員健康診断・健康管理事業 420715327 ‐ － － －

教育研究協議会等負担金事業 420715318 ‐ － － －

教職員研修事業 420715317 ‐ － － －

中学校特別支援教育就学奨励事業 420515120 ‐ － － －

中学校要・準要保護生徒就学援助事業 420515119 ‐ － － －

小学校特別支援教育就学奨励事業 420515115 ‐ － － －

小学校要・準要保護児童就学援助事業 420515114 ‐ － － －

特別支援教育事業 420515107 ‐ － － －

中学生学力アップ教育推進事業 420515322 ‐ － － －

特別支援教育事業 420515315 ‐ － － －

適応指導教室事業 420515314 ‐ － － －

教育相談事業 420515313 ‐ － － －

生徒指導推進事業 420515312 ‐ － － －

小・中学校等放射線量測定事業 420315202 ‐ － － －

学校環境衛生事業 420315133 ‐ － － －

児童生徒等健康診断・健康管理事業 420315132 ‐ － － －

災害共済給付事業 420315131 ‐ － － －

プール授業外部委託事業 420315323 ‐ － － －

小学校理科支援員等配置事業 420115319 ‐ 3 3 －

教育指導事業 420115310 ‐ － － －

幼稚園管理事業 420115123 － － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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56

57

58

59

60

61

62

63

64 中学校業務事業 420015116 ‐ － － －

小学校業務事業 420015110 ‐ － － －

教育研究協議会等負担金事業 420015109 ‐ － － －

学校給食費補助事業 421215208 ‐ 3 3 －

学校給食センター整備事業 421215207 ‐ 3 3 －

学校給食運営事業 421215206 ② 3 3 ⑥

学校給食センター管理事業 421215205 ‐ － － －

学校給食業務経費 421215204 ‐ － － －

情報教育機器維持管理事業（中学校） 421115326 ‐ 3 3 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　高等教育機関と民間事業所の連携事業については、産学共同研究支援事業の活用企業がありませんでした。
市と高等教育機関の連携事業については、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、前年度より連携事業
数は減少しましたが、平成国際大学及び大東文化大学との包括連携協定を活用することで、14件の連携事業
を実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 463,281 555,869 198,113

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

23 14

事業
100.0% 164.3% 87.5%

②
市と高等教育機関の
連携事業数

単位
12 14 16 18 20

12

1 0

事業
100.0% 100.0% 0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
高等教育機関と民間
事業所の連携事業数

単位
1 1 1 1 1

1

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 総務部企画政策課 関係部課 環境経済部久喜ブランド推進課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 学生との交流促進と地域の活性化 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市民や民間事業所と高等教育機関の交流を促進するとともに、市と高等教育機関の連携事業を推進し、その優れた
学術研究機能や知的資源等を地域の活性化やまちづくりに活用します。

細施策１ 高等教育機関との連携 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　高等教育機関との連携 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

企画業務経費（高等教育機関連携分） 430210402 ② 4 3 ⑥

産学共同研究支援事業 430112122 ① － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　高等教育機関と民間事業所の連携については、産学両者が使いやすい制度の構築と周知を図る必要がありま
す。また、高等教育機関と民間事業所の連携事業である、産学共同研究支援事業を令和3年度から休止するこ
とに伴い、制度の見直しを検討する必要があります。
　市と高等教育機関の連携については、既存の協定先との連携事業を推進するとともに、新たな高等教育機関
との連携協定を締結することができるよう情報収集に努めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

10

件
実績 14

達成率 140.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

高等教育機関や民間事業者と
の新たな協働事業数（累計）

単位 目標 10 10

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ⑥ 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　青少年の健全育成を目的に活動する各団体に対して活動費補助金として合計593,159円を交付し、活動を支
援しました。
　青少年相談員については、募集チラシの配架やホームページへの掲載を行い、新規相談員の確保を図りまし
た。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 2,323,769 2,137,746 844,419

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

1,265 631

人
183.4% 162.2% 79.9%

②
青少年健全育成団体
事業に参加する児童・
生徒数

単位
765 780 790 795 800

1,403

11 6

人
91.7% 91.7% 50.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 青少年相談員の人数

単位
12 12 12 12 12

11

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 健康・子ども未来部子ども未来課 関係部課

細施策４ 青少年を支える体制づくり 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 青少年団体の活動支援 細施策８

細施策３ 青少年を取り巻く環境の浄化 細施策９

施策の
基本的
方向性

　学校、家庭、地域及び関係機関との連携を図りながら、青少年健全育成の活動を支援するとともに、青少年を犯罪
等から守る対策を推進します。
　また、青少年のコミュニケーション能力や他人への思いやりの心を育むとともに、郷土に対する誇りや愛着心を育
てるため、伝統行事やイベント等への参加を促進します。

細施策１ 青少年の活動促進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ４　青少年の健全育成 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち

57



３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

青少年健全育成事業 440213016 ①② － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　青少年相談員について、令和2年3月31日を以て委嘱期間満了により退任となった相談員がおり、相談員人
数が大幅に減少することとなりました。そのため、早急に新規相談員を確保する必要があることから、従来の
周知（啓発チラシ、ホームページ）に加え、若年層に向けた周知の方法について検討していきます。
　青少年健全育成団体事業に参加する児童の人数についても、コロナ禍の影響により中止となった事業が多く
あり、目標値を下回る結果となりました。各団体においてコロナ対策に配慮した取組方法を模索している状況
のため、引き続き財政的支援に加え事業周知等の支援を継続します。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 健康・子ども未来部長　山﨑　智子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　新たな差別や人権問題が発生していることから、そのような状況を踏まえ、適宜、講演内容の見直しを図ら
れたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　講演内容については、新たな差別や人権問題も含め、毎年度、参加対象者を考慮したテーマ決定及び講師の
選定を行っています。令和2年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、集会所事業など多くの
事業が中止となり、PTA人権教育研修会については全4回中止となりました。社会人権教育指導者養成講座は
感染防止対策をとり実施し、その講演の中で、LGBTや新型コロナウイルス感染症に関する差別や人権問題に
ついても講話をいただきました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 3,614,755 3,750,438 1,971,533

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

273 117

人
87.1% 84.0% 36.0%

④
社会人権教育指導者
養成講座の参加者数

単位
325 325 325 325 325

283

362 34

人
69.4% 73.9% 6.9%

③
内下集会所事業参加者
数

単位
490 490 490 490 490

340

1,366 523

人
93.4% 87.0% 33.2%

②
野久喜集会所事業
参加者数

単位
1,571 1,571 1,574 1,577 1,580

1,468

4 0

回
100.0% 100.0% 0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
ＰＴＡ人権教育研修会
の開催数

単位
4 4 4 4 4

4

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 教育部生涯学習課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 家庭・地域における人権教育の推進 細施策８

細施策３ 企業・事業者に対する人権教育の推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市民一人ひとりの人権意識の高揚を図り、人権についての正しい理解を深め、差別のない明るい地域社会を目指し
ます。
　また、あらゆる場において人権教育の充実・推進に努めます。

細施策１ ＰＴＡ・児童生徒・教職員に対する人権教育の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ５　人権教育の推進 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

教育集会所管理事業 450215416 ‐ － － －

人権教育推進事業 450115415 ①②③④ － － －

人権教育業務経費 450115414 ‐ － － －

教職員人権教育事業 450115320 ‐ － － －

人権教育事業 450115311 ‐ － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　各目標の参加者数については、毎年、多少の増減で推移しており、目標値の達成には至らない状況が続いて
いましたが、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により多くの事業が中止となったことで、参加者
数が大幅に減少しました。新型コロナウイルス感染症の収束が見込まれない状況においては、従前のとおりの
各種事業の実施が困難となっています。
　今後の方向性については、コロナ禍の間、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言やまん延防止重点
措置等の発令があった場合には、可能な限り集会所事業の実施日の変更を行い、地域住民が参加できる事業実
施に努めます。
　また、研修会や講座の講演については、会場での開催が困難な場合、インターネット等での動画配信の実施
について検討を行っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 教育部長　野原　隆

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　生涯学習の場については、幅広い世代が利用しやすい環境が求められていることから、生涯学習事業の充実
を図るとともに、快適な生涯学習環境の整備に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、講座や教室が中止となったため、参加者数が大きく減少しました。公民館で
は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う臨時休館などにより、講座等の開催及び公民館利用者数が大幅に減少
する中、感染対策を徹底の上、貸館業務の実施及び一部講座の開催を行い、市民が集い、学ぶ場を確保しました。また、図
書館においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止による臨時休館などにより、利用者数も貸出冊数も大きく減少
することとなりましたが、電子図書館のコンテンツの充実や、デジタルアーカイブの導入など、来館以外による図書館サー
ビスの充実を図りました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 61,003,684 261,859,399 250,779,812

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

5.16 2.86

冊
98.8% 103.2% 55.5%

⑥
人口一人当たりの図書
の貸出冊数

単位
5.00 5.00 5.15 5.30 5.43

4.94

351,741 144,750

人
103.2% 92.3% 38.0%

⑤ 公民館利用者数

単位
363,378 381,000 381,000 381,000 381,000

374,850

－ －

人
－ － －

④
生涯学習センター
利用者数

単位
－ － － － 102,000

－

31 12

学級
77.5% 77.5% 30.0%

③
家庭教育学級の参加数
（小・中学校ＰＴＡ
等）

単位
40 40 40 40 40

31

208 200

人
97.6% 97.2% 91.7%

②
生涯学習人材バンク
登録者数

単位
210 214 218 222 225

205

12,795 1,461

人
108.6% 90.7% 10.3%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
生涯学習関連の講座・
教室の参加者数

単位
14,000 14,100 14,200 14,400 14,600

15,208

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 市民大学・高齢者大学の充実 細施策１２

所管部課 教育部生涯学習課 関係部課 教育部中央公民館

細施策４ 公民館活動の充実 細施策１０

細施策５ 図書館サービスの充実 細施策１１

細施策２ 保護者の交流機会の提供・支援 細施策８

細施策３ 生涯学習環境の整備・充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市内に点在する生涯学習施設を有効活用するため、多彩な生涯学習に取り組みやすいまちづくりを推進するととも
に、新たな生涯学習の拠点となる施設を整備します。
　さらに、公民館や図書館等の充実と適正な配置を進めるとともに、施設の状況や資料の検索などに関する情報提供
機能の充実を図ります。また、市民の生涯学習活動の推進を図るとともに、学習の成果を発表する機会を充実し、市
民の力を地域社会に生かせる仕組みを整えます。

細施策１ 多彩な生涯学習機会の提供 細施策７ 放課後子ども教室の推進

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ６　生涯学習の推進 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

コロナ禍において、今後、市民のニーズにどれだけ寄り添った事業を展開していくかが課題となっていま
す。生涯学習関連の講座や家庭教育学級等については、動画配信やオンラインでの実施も方策の一つとして検
討していきます。
　公民館では、身近な社会教育施設として、安全で快適な公民館活動を提供できるよう計画的な改修を図りつ
つ、コミュニティセンターへ移行し、利用の促進と施設の有効活用を図っていきます。
　図書館では、資料の収容能力に限界がきていることから、今後も、利用者ニーズを的確に捉えた資料の選書
を行い、適切に資料を除籍し、収容能力の範囲内で資料を入れ替えて、蔵書内容の充実を図っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 教育部長　野原　隆

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18 成人式事業 460015404 - － － －

職員給与費（社会教育） 460015401 - － － －

放課後子ども教室推進事業 460715405 - － － －

高齢者大学推進事業 460615413 - － － －

市民大学推進事業 460615412 - － － －

鷲宮図書館空調設備改修事業 460515419 - － － －

図書館管理運営事業 460515418 ⑥ － － －

職員給与費（図書館） 460515417 - － － －

公民館事業推進事業 460415704 - － － －

公民館運営事業 460415703 ⑤ － － －

公民館管理事業 460415702 - － － －

いきいき活動センターしずか館管理事業 460315407 - － － －

生涯学習施設等整備事業 460310410 - － － －

社会教育推進事業 460215403 ③ － － －

生涯学習推進事業 460115411 ①② － － －

生涯学習推進会議運営事業 460115410 - － － －

社会教育団体他補助事業 460115406 - － － －

社会教育業務経費 460115402 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため多くの事業が中止となる中、文化芸術活動では、文化芸術
の鑑賞や発表の機会を市民へ提供することを目的に、久喜市美術展（写真）や街かどコンサートを実施しまし
た。文化財の継承活動では、獅子舞や神楽等の郷土に伝わる伝統芸能の後継者育成支援を目的に、郷土伝統芸
能伝承事業を実施しました。郷土資料館では、人流の抑制を考慮しながら、郷土の歴史や久喜市の魅力の発信
を目的に、小規模の収蔵品展とスポット展をそれぞれ2回実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 11,643,550 11,818,993 4,624,031

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

8,835 1,652

人
112.4% 111.8% 20.9%

⑦ 郷土資料館の入館者数

単位
7,900 7,900 7,900 7,900 7,900

8,880

385 63

回
107.4% 101.3% 16.6%

⑥
郷土伝統芸能後継者
育成活動の実施回数

単位
377 380 380 380 380

405

9 2

回
112.5% 112.5% 25.0%

令和2年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、中止となった。

⑤
街かどコンサートの
実施回数

単位
8 8 8 8 8

9

2,721 0

人
127.8% 129.6% 0%

令和2年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、中止となった。

④
吹奏楽フェスティバル
入場者数

単位
2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

2,684

622 0

人
118.6% 77.8% 0%

③ 市民芸術祭入場者数

単位
800 800 800 800 800

949

1,739 436

人
82.7% 77.3% 18.2%

② 久喜市美術展入場者数

単位
2,200 2,250 2,400 2,600 2,800

1,819

354 119

人
91.3% 87.4% 28.3%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 久喜市美術展出品者数

単位
400 405 420 435 450

365

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 郷土資料館の充実 細施策１２

所管部課 教育部文化財保護課 関係部課 総務部企画政策課、市民部市民生活課、教育部生涯学習課

細施策４ 文化財の保存・継承 細施策１０

細施策５ 文化財の活用 細施策１１

細施策２ 文化芸術活動等の充実 細施策８

細施策３ 地域文化資源の発掘 細施策９

施策の
基本的
方向性

　文化芸術活動への参加機会や文化芸術鑑賞・発表の機会を充実し、市民の主体的な文化芸術活動を支援します。
　文化財等は、まちづくりの地域資源として活用を図るとともに、市民の貴重な財産としてその保護に努めます。
　伝統行事や祭り等を活用し、郷土に対する愛着心の醸成、次世代への伝承及び地域相互の交流などを促進します。

細施策１ 文化芸術団体の育成・支援 細施策７ 本多静六博士の顕彰

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ７　歴史・文化の継承と活用 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

文化財保護業務経費 470015601 - － － －

本多静六博士顕彰事業基金積立事業 470710412 - － － －

本多静六博士顕彰事業 470710404 - － － －

郷土資料館運営事業 470615606 ⑦ － － －

郷土資料館管理事業 470615605 - － － －

市指定文化財「吉田家水塚」運営事業 470515604 - － － －

埋蔵文化財保護事業 470415603 - － － －

文化財保護事業 470415602 ⑥ － － －

文化財調査報告書作成事業 470315607 - － － －

文化会館改修事業 470211307 - － － －

文化会館事業 470211306 - － － －

文化団体補助事業 470115409 - － － －

文化振興事業 470115408 ①②③④⑤ 2 2 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　主要課題として、新型コロナウイルス感染症の収束が見込まれない状況の中、従前どおりの実施が困難となっている事業
があります。一方、文化芸術活動では、高齢化の進展等により参加する市民が減少傾向にあります。文化財活動の関係で
は、貴重な文化財や歴史資料、郷土に伝わる伝統芸能などの保存・継承活動と公開・活用活動とをバランスよく展開してい
く必要があります。さらに、限りある資源（人・金）を効果的に活用しながら、今まで把握できていない未指定の文化財や
歴史資料の調査を毎年継続的に実施していく必要があります。
  今後の方向性として、コロナ禍でも実施できる実施方法や事業の統廃合等の検討を行っていきます。一方、文化芸術活動
では、文化団体相互の情報交換や人的交流を促すとともに、文化団体と協力しながら多くの市民が参加しやすい周知方法等
を検討していきます。文化財活動の関係では、引き続き保存・伝承活動の推進を図りながら、公開・活用活動の工夫も検討
していきます。郷土資料館では、引き続き市民に魅力ある展示や講座等の事業を検討していきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 教育部長　野原　隆

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、レクリエーション活動・大会の新たな開催方法や利用方法等の
検討を進められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　市民のスポーツ・レクリエーションに親しむ場を提供するため、新型コロナウイルス感染症予防対策を取り
入れながら、社会体育施設の適切な維持管理・運営を行うとともに、市民へ学校体育施設を開放し、施設の利
用促進を図りました。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、地区体育祭をはじめ、各
種大会・教室等を中止としましたが、久喜マラソン大会については、中止した代替え事業としてオンラインマ
ラソンを実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 223,019,902 187,493,400 221,761,269

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

25,970 1,246

人
213.0% 137.4% 6.5%

③
スポーツ・レクリエー
ション大会、教室等
参加者数

単位
18,600 18,900 19,200 19,500 19,800

39,620

171,956 117,147

人
102.8% 79.6% 54.2%

② 学校体育施設利用者数

単位
216,000 216,000 216,000 216,000 216,000

222,152

315,755 131,650

人
105.7% 112.4% 46.9%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 社会体育施設利用者数

単位
281,000 281,000 281,000 281,000 281,000

296,971

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 教育部スポーツ振興課 関係部課 教育部中央公民館

細施策４ スポーツ・レクリエーション団体の育成・支援 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ スポーツ・レクリエーション活動への参加機会の充実 細施策８

細施策３ スポーツ・レクリエーション活動を通じた市民交流の促進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　健康の維持増進や心身のリフレッシュのために、スポーツやレクリエーションが定期的に行えるよう、講習会やイ
ベントなどの充実を図ります。
　また、スポーツ・レクリエーション団体の育成・支援を図るとともに、スポーツ・レクリエーションを通じた市民
相互の交流を促進します。

細施策１ スポーツ・レクリエーション施設の充実 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ８　スポーツ・レクリエーション活動の充実 総合振興計画大綱 ４　心豊かな人材を育み、郷土の歴史文化を大切にするまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

スポーツ推進計画策定事業 480015511 - － － －

スポーツ推進審議会運営事業 480015507 - － － －

社会体育業務経費 480015501 - － － －

各種団体補助事業 480415503 - － － －

市民体育祭事業 480315705 ③ － － －

久喜マラソン大会事業 480315506 ③ 4 1 －

オリンピック・パラリンピック気運醸成事業 480215510 - 4 1 －

スポーツ活性化事業 480215509 ③ 4 1 ①

スポーツ推進委員運営事業 480215504 - － － －

社会体育推進事業 480215502 ③ 4 1 －

鷲宮運動広場公衆トイレ改修事業 480115513 ① 4 1 －

体育施設管理事業 480115512 ① 4 1 －

学校体育施設開放事業 480115505 ② － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

スポーツや運動等を通じて誰もが心身ともに健康となり、躍動する活気あふれるまちを目指すため、久喜市
「健幸・スポーツ都市」を宣言しています。行政だけではなく、市民や地域、様々なスポーツ団体等が互いの
役割を補完し、協働しながらスポーツ・レクリエーション活動を推進していくことが重要です。
スポーツ・レクリエーション活動は、市民の健康づくりや体力づくり、趣味等のために役立つ手段であるこ
とにとどまらず、豊かで活力に満ちた地域社会の形成に重要な役割を担っています。
　市民の誰もがそれぞれの年齢等に応じて、運動やスポーツに親しむことができるように、スポーツ・レクリ
エーション事業の充実に努めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 教育部長　野原　隆

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

5

件
実績 2

達成率 100.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

新たなスポーツ事業・イベン
トの実施（累計）

単位 目標 2 3

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ① 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　久喜駅東側の地域におけるスマートインターチェンジの設置に向け、国土交通省関東地方整備局が主催する
相談会への参加を通じて、課題の洗い出しを行いました。
　南栗橋駅の南西に存在する未利用地の開発計画に関し、関係事業者と協議を行いました。
　高柳地区において、埼玉県企業局との共同による新たな産業基盤の整備に向けた協議を行いました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） － － －

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

61.5 61.5

％
100.0% 100.0% 100.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 市街化区域の面整備率

単位
61.5 61.5 61.5 61.5 61.5

61.5

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 建設部都市計画課 関係部課 建設部都市整備課

細施策４ 住環境の整備や改善 細施策１０

細施策５ 市営住宅の計画的な維持管理 細施策１１

細施策２ 総合的な土地利用の推進 細施策８

細施策３ 中心市街地整備の推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　本市の特長である恵まれた田園環境が保全され、良好な生活環境が将来にわたり維持されるよう、長期的視点に
立った土地利用計画を策定します。
　駅周辺地域の整備をはじめ、圏央道のインターチェンジやジャンクション周辺、幹線道路沿線での開発を計画的に
推進します。

細施策１ 計画的なまちづくりの推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 １　都市機能の整備 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

市営住宅管理事業 510513612 － - - －

建築後退用地取得促進事業 510413804 － - - －

空家等対策事業 510413614 － 2 1 ①

空家等対策計画策定事業 510413613 － 2 1 －

土地区画整理事業特別会計繰出事業 510413606 － - - －

土地区画整理事業 510463603 － - - －

駅前広場等照明灯維持管理事業 510313611 － - - －

東鷲宮駅周辺整備事業 510313610 － 2 3 －

久喜駅前西口第１種市街地再開発事業利子補給事業 510313609 － - - －

栗橋駅自由通路管理事業 510313608 － 2 3 －

駅前広場管理事業 510313607 － 2 3 －

久喜駅周辺まちづくり推進事業 510313605 － 2 3 －

開発許可区域検討事業 510213506 － 2 1 －

高柳地区開発整備推進事業 510213620 － 1 1 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　地区ごとに計画的な市街地整備を行い、快適な都市を実現するため、住民の理解を得ながら地域の特性に応
じたまちづくりを進める必要があります。
　駅周辺の地域を中心に、計画的な市街地整備を進めます。
　幹線道路の沿道をはじめとする、高い交通利便性を有する地域において、新たな産業基盤の整備を検討しま
す。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 建設部長　齋藤　光紀

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

66.0

％
実績 65.3

達成率 99.5%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

空き家等の適正管理への助言
等による改善率

単位 目標 65.6 65.8

基本目標 住んでよかった、来てよかったと思える魅力的なまちをつくる KPI番号 ① 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　鉄道輸送力の増強と利便性向上を図るため、広域的に連携して取り組むなど、引き続き施策の推進に努めら
れたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　久喜駅東口からいちょう通りまで整備済みの都市計画道路久喜東停車場線について、現在、いちょう通りか
ら圏央道側道まで約870mの区間について、両側に歩道を設置する幅員16mの道路整備を実施しています。な
お、この区間の整備は令和3年度に完了予定となっています。
　また、ＪＲ宇都宮線整備促進連絡協議会や東武伊勢崎線輸送力増強推進協議会において広域的に連携し、各
鉄道会社に輸送力の増強や感染症対策に関する要望を行い、施策の充実に努めました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 341,324,544 378,133,733 364,457,412

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

20,294 15,588

人
105.4% 96.6% 73.5%

④ デマンド交通乗車人数

単位
20,800 21,000 21,200 21,400 21,500

21,918

145,831 107,831

人
95.2% 89.7% 65.5%

③ 市内循環バス乗車人数

単位
162,600 162,600 164,700 166,800 169,000

154,777

158,736 159,039

ｍ
107.5% 105.7% 104.1%

② 歩道整備延長

単位
147,600 150,200 152,800 155,400 158,000

158,739

74.8 75.0

％
101.8% 101.4% 101.1%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 舗装整備率

単位
73.4 73.8 74.2 74.6 75.0

74.7

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 建設部道路建設課 関係部課 市民部交通企画課、建設部建設管理課

細施策４ 公共交通の充実 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 市内幹線道路・生活道路の整備 細施策８

細施策３ 安全で快適な道づくりの推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　本市の一体性の向上、市内の円滑な移動の実現を図るため、幹線道路や生活道路の整備を推進するとともに、歩行
者や自転車通行者に対する安全を確保するため、歩道や自転車通行レーン等の整備に努めます。
　鉄道については、混雑緩和と利便性の向上を図るため、輸送力の増強とネットワークの強化等を、路線バスについ
ては、路線の維持・充実を関係機関に働きかけます。
　また、市内循環バスやデマンド交通については、利用状況やニーズを踏まえて、見直しを行うよう努めます。

細施策１ 広域幹線道路の整備 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　道路・公共交通の整備・充実 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　市内の道路・公共交通の整備・充実にあたり、道路整備においては、用地買収を伴う事業もあることから、
関係地権者や周辺住民の理解と協力を得ながら、事業を進めていく必要があります。また、整備には相当の期
間を要するため、事業の進捗管理が重要となります。計画段階から工事の着工、完了までのスケジュールを明
確にし、早期に供用開始ができるよう努めます。
　市内循環バスやデマンド交通は、新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が減少したことから、施策
の目標達成度が80％未満となりました。地域公共交通を維持するため、目標値は一つの目安として捉え、市
内循環バス、デマンド交通（くきまる）に、くきふれあいタクシー（補助タク）を加え、引き続き実施してい
きます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 建設部長　齋藤　光紀

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

200,000

人
実績 135,884

達成率 73.1%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

市の公共交通の利用者数

単位 目標 185,900 200,000

基本目標 住んでよかった、来てよかったと思える魅力的なまちをつくる KPI番号 ⑤ 総合振興計画成果指標との重複 －
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38 道路橋りょう業務経費 520013404 － － － －

職員給与費 520013403 － － － －

街路用地管理事業 520013313 － － － －

街路事業業務経費 520013312 － － － －

都市計画業務経費 520013311 － － － －

道路橋りょう業務経費 520013302 － － － －

都市計画業務経費 520013211 － － － －

道路橋りょう業務経費 520013203 － － － －

バスターミナル管理事業 520413604 － 2 3 －

路線バス事業者支援事業 520411414 － － － －

くきふれあいタクシー（補助タク）事業 520411413 － 2 3 ⑤

運転免許返納推進事業 520411412 － － － －

鉄道輸送力増強促進事業 520411411 － － － －

元気なバス需要創出モデル事業補助事業 520411410 － － － －

デマンド交通運行事業 520411409 ④ 2 3 ⑤

市内循環バス運行事業 520411408 ③ 2 3 ⑤

地域公共交通検討事業 520411407 － － － －

道路照明灯維持管理事業 520313410 － － － －

道路レスキュー事業 520313409 － － － －

道路ストック舗装修繕事業 520313408 － － － －

道路補修事業 520313406 － － － －

道路維持管理事業 520313405 － － － －

道路里親事業 520313206 － － － －

鷲宮産業団地青毛線整備事業 520213317 ② － － －

平沼和戸線整備事業 520213316 ② － － －

佐間・八甫線整備事業 520213315 ② － － －

東停車場線整備事業 520213314 ② － － －

橋りょう長寿命化修繕事業 520213309 － － － －

橋りょう補修事業 520213308 － － － －

橋りょう維持管理事業 520213307 － － － －

市道久喜２１１号線道路改良事業 520213306 － － － －

西堀・北中曽根線道路改良事業 520213305 － － － －

市道久喜７号線道路改良事業 520213304 － － － －

道路新設改良事業 520213303 － － － －

橋りょう架換負担金事業 520213208 － － － －

地籍調査事業 520213207 － － － －

道路台帳整備事業 520213205 － － － －

道路愛護事業 520213204 － － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　公園の遊具等の老朽化の進行を鑑み、計画的な修繕など、安心安全に利用できる環境整備に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　都市公園の整備に向けて、(仮称）本多静六記念　市民の森・緑の公園予定地の盛土工事とともに、栗橋駅
西土地区画整理事業地内で外野公園（11号街区公園）の整備工事を実施しました。総合運動公園及び有料公
園等の利用者の安全確保のために、老朽化した備品や設備を更新などを実施しました。公園の遊具等の計画的
な修繕を行うため、市内の公園の遊具点検を実施しました。また、都市公園については、公園施設長寿命化計
画を策定し、維持管理コストの平準化を図りました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 535,288,506 510,007,656 377,404,647

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

149 151

団体
102.1% 102.8% 104.1%

③
公園維持管理業務等の
委託契約を締結した
住民団体数

単位
145 145 145 145 145

148

609,390 363,344

人
102.7% 94.2% 56.2%

②
総合体育館及び有料
公園施設等の利用者数

単位
647,000 647,000 647,000 647,000 647,000

664,241

601,366 643,194

㎡
100.8% 95.0% 100.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
都市公園の整備
（供用）面積

単位
633,000 633,000 640,000 660,000 686,000

637,755

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 建設部公園緑地課 関係部課 環境経済部環境課

細施策４ 水辺環境の保全 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 公園の管理と緑化の推進 細施策８

細施策３ 公園の整備 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市民の生活に密着した公園や緑地の施設環境を充実させるとともに、市民が気軽に自然とふれあえるよう、運動公
園や総合公園等の緑化を推進します。
　さらに、河川、池、沼及び用水路等の水辺環境の保全を図るとともに、自然観察池や親水型の散策場所及び遊歩道
の整備に努めます。

細施策１ 公園の充実 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　公園の緑化と水辺環境の保全 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

（仮称）本多静六記念　市民の森・緑の公園整備基金積立事業 530313712 - 4 3 －

栗橋駅西土地区画整理事業地内公園整備事業 530313709 ① 4 3 －

公園施設改修事業 530313708 - 4 3 －

（仮称）本多静六記念　市民の森・緑の公園整備事業 530313707 ① 4 3 －

沼井公園ビオトープ管理事業 530211815 - － － －

公園照明灯維持管理事業 530213711 - 4 3 －

公園施設長寿命化計画策定事業 530213710 - 4 3 －

有料公園施設等指定管理事業 530213706 ② 4 3 －

総合運動公園管理事業 530213704 ② 4 3 －

公園維持管理事業 530213703 ③ 4 3 －

総合運動公園施設改修事業 530113705 ② 4 3 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　整備してから長期間経過した公園では、施設の老朽化や樹木の大木化などへの対応が課題となっており、効
率的かつ効果的な維持管理を推進することが必要となります。
　公園内の各施設（遊具、休憩施設、トイレ等）は、公園施設長寿命化計画に基づき、施設の更新・補修・撤
去を行い、利用者の安全を図りつつ、施設の維持管理に取り組んでいきます。公園等の樹木は、保全すること
を原則としていますが、大木に成長したものは、良好な施設環境を維持するうえで支障となる場合があること
から、必要に応じて間引きを検討するなど、樹木管理に取り組んでいきます。
　また、各施設の利用稼働率を向上させるため、利用者のニーズに応じた施設環境を整えるとともに、指定管
理者と連携を図りながら定期的に各種スポーツ教室やイベントを開催し、併せて、公式戦の誘致などを行い、
より多くの方に各施設をご利用いただけるよう取り組んでいきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 建設部長　齋藤　光紀

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　下水道普及率や水洗化率について、掲げた目標の達成に向けて、さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　上水道については、不明水量の減少を図るため、漏水調査や速やかな漏水修繕、また経年管の布設替を実施
し、-0.8ポイントと微減したものの、前年度と同水準の有収率を達成しました。
　下水道については、下水道の整備を新たに5.2ha実施しました。また、公共下水道への早期接続や浄化槽法
定期検査の受検についてのお知らせを広報紙等へ掲載するとともに、法定検査未受検者に対し個別に通知を送
付しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 737,421,294 815,890,881 756,909,718

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

27.7 36.1

％
112.5% 213.1% 257.9%

⑤
浄化槽法定検査の
実施率

単位
12.0 13.0 14.0 15.0 15.6

13.5

93.7 93.2

％
100.6% 99.3% 98.5%

④ 水洗化率

単位
94.2 94.4 94.6 94.8 94.9

94.8

69.3 69.3

％
99.7% 99.6% 99.0%

③ 下水道普及率

単位
69.3 69.6 70.0 70.3 70.7

69.1

0.2 0.2

km
125.0% 133.3% 100.0%

②
配水管における石綿管
の残存距離

単位
0.4 0.3 0.2 0.1 0

0.3

92.2 91.4

％
99.7% 98.8% 97.9%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 有収率

単位
93.1 93.3 93.4 93.5 93.6

92.8

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 持続可能な事業運営の推進 細施策１２

所管部課 上下水道部上下水道経営課 関係部課 上下水道部水道施設課、上下水道部下水道施設課

細施策４ 合流式下水道の改善 細施策１０

細施策５ 施設維持管理の充実 細施策１１

細施策２ 効率的な水道事業の推進 細施策８

細施策３ 下水道の整備 細施策９

施策の
基本的
方向性

　安定した水道水の供給を図るため、経年水道施設の計画的な更新、水道施設の耐震化、水質管理体制の充実等に努
めます。また、給水体制の一体化を図り、水道事業の効率化と健全経営に努めます。
　美しい水辺環境と清潔で快適なまちづくりを進めるため、効率的な生活排水処理の推進並びに公共下水道の計画的
な整備と農業集落排水処理施設の適切な管理を推進します。
　また、合併処理浄化槽の普及促進と適正な管理の指導に努めます。

細施策１ 水道施設の計画的整備 細施策７ 合併処理浄化槽の普及と管理

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ４　上下水道の整備 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　上水道、公共下水道ともに、法定耐用年数を迎える施設や耐震化が必要な施設があり、これらの更新を念頭
に、適切な維持管理に重点を置いた計画的な事業展開を図る必要があります。また、公共下水道への速やかな
接続や浄化槽の法定検査の受検については、家屋や浄化槽の所有者・管理者に委ねられていることから、所有
者等が公共下水道の利用や法定検査を実施するよう、啓発を継続していく必要があります。
　上水道は、将来にわたり良質な水道水を安定的に供給するため、配水管の布設替を計画的に行うとともに、
漏水調査や漏水修繕を実施することで、効率的な水道事業の運営に努めます。また、残存している石綿管は、
鉄道軌道下を含む箇所のみとなっており、令和3年度末までに更新が完了する見込みです。
　公共下水道への速やかな接続については、説明会の開催、個別訪問等、浄化槽の適正な管理については、個
別訪問や法定検査未受検者への通知等を通じた啓発活動を実施します。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 上下水道部長　野口　智

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47 浄化槽管理指導事業 540714602 ⑤ － － －

合併浄化槽普及促進補助事業 540714601 - － － －

下水道使用料検討事業 540684409 - 4 3 －

予備費（下水） 540684408 - 4 3 －

企業償還経費事業（下水道）（利子） 540684407 - 4 3 －

企業債償還経費事業（下水道）（元金） 540684406 - 4 3 －

古利根川流域下水道事業負担事業 540684405 - 4 3 －

下水道事業受益者負担金賦課徴収事業 540684404 - 4 3 －

下水道使用料賦課徴収事業 540684403 - 4 3 －

下水道業務経費 540684402 - 4 3 －

職員給与費（下水） 540684401 - 4 3 －

農業集落排水処理施設資産評価事業 540654408 - 4 3 －

農業集落排水処理施設使用料検討事業 540654407 - 4 3 －

予備費（農集） 540654406 - 4 3 －

一般会計繰出事業（農集） 540654405 - 4 3 －

市債償還経費事業（農集）（利子） 540654404 - 4 3 －

市債償還経費事業（農集）（元金） 540654403 - 4 3 －

農業集落排水処理施設使用料賦課徴収事業 540654402 - 4 3 －

一般管理業務経費 540654401 - 4 3 －

下水道事業会計負担事業 540614402 - 4 3 －

農業集落排水事業特別会計繰出事業 540614401 - 4 3 －

吉羽雨水ポンプ場更新事業 540584612 - － － －

雨水ポンプ場建設改良事業 540584611 - － － －

北中継ポンプ場更新事業 540584610 - － － －

汚水ポンプ場建設改良事業 540584609 - － － －

調整池維持管理事業 540584605 - － － －

雨水ポンプ場維持管理事業 540584604 - － － －

汚水ポンプ場維持管理事業 540584603 - － － －

雨水管渠等維持管理事業 540584602 - － － －

汚水管渠維持管理事業 540584601 - － － －

水洗便所改造資金貸付事業（農集） 540554602 - － － －

農業集落排水維持管理事業 540554601 - － － －

排水設備指導事業 540384614 - － － －

水洗便所改造資金貸付金事業（下水道） 540384613 ④ － － －

下水道管布設事業 540384608 ③ － － －

汚水管渠建設改良事業 540384607 - － － －

私道内共同排水設備設置事業 540384606 ④ － － －

水道管漏水調査事業 540274505 ① － － －

水道事業徴収事務事業 540274403 - 4 3 －

水道事業職員研修事業 540274402 - 4 3 －

計量法に基づく検定満期量水器取替業務 540174507 - － － －

配水管整備事業 540174506 ② － － －

配水管洗浄作業事業 540174504 - － － －

給配水管維持管理事業 540174503 - － － －

浄水場施設更新事業 540174502 - － － －

浄水場維持管理事業 540174501 - － － －

水道ビジョン及び経営戦略策定事業 540174401 - 4 3 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　今般の急激な気候変動に伴い、台風やゲリラ豪雨などによる冠水被害が多発していることから、治水対策の
充実に一層努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　令和2年度の通行止箇所における嵩上げ等の工事は実施していませんが、河川補修事業において元荒川左岸
樋管補修工事を含め39件の工事を実施しており、河川や水路の安全性の確保及び河川環境を良好に保全すべ
く努めています。
　また、河川の補修に係る設計業務（工事設計）を菖蒲町上栢間地内で1件、測量業務（調査測量）を吉羽3
丁目地内で2件実施しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 25,098,336 25,601,760 43,019,680

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

23 23

箇所
111.1% 114.8% 111.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
浸水による通行止箇所
の減少

単位
27以下 27以下 26以下 25以下 24以下

24

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 建設部道路河川課 関係部課 建設部建設管理課、建設部都市計画課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 治水対策の推進 細施策８

細施策３ 市街地排水機能の向上 細施策９

施策の
基本的
方向性

　保水機能の保全や遊水機能の確保を図り、河川や水路の総合的な治水対策の充実に努め、水害の起こりにくいまち
づくりを進めます。

細施策１ 利根川堤防の強化促進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ５　治水対策の充実 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

河川業務経費 550013412 - － － －

職員給与費 550013411 - － － －

河川業務経費 550013209 - － － －

雨水排水施設管理事業 550314603 - － － －

河川改良事業 550213415 - － － －

河川補修事業 550213414 ① － － －

河川維持管理事業 550213413 - － － －

利根川堤防対策事業 550113504 ‐ 4 2 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　近年は異常気象が起こり、集中豪雨による道路冠水が各地域で発生している傾向にあります。
　このような中、通行止箇所の多くは地形的な問題があり、冠水箇所ごとの調査を進めるとともに、どのよう
な対策が効果的であるかを検証しながら、1箇所でも多く改善が図れるよう努めていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 建設部長　齋藤　光紀

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　窓口や広報紙、広報モニター等を通じて、自主防災組織の意義や活動について周知するほか、既存の組織に
対し、補助金等に関する、各種手続きの助言や説明を行いました。
　また、物資の供給や情報伝達等に関する災害時応援協定を複数締結しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 18,754,138 11,027,446 25,516,096

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

48 54

件
102.4% 109.1% 117.4%

② 災害時応援協定締結数

単位
42 44 46 48 50

43

78.3 79.6

％
104.5% 103.0% 102.7%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 自主防災組織の組織率

単位
74.0 76.0 77.5 79.0 80.0

77.3

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部消防防災課 関係部課 福祉部社会福祉課

細施策４ 救急・救助体制の充実 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 危機管理体制の強化・充実 細施策８

細施策３ 消防・水防体制の充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　東日本大震災、熊本地震、平成２７年９月関東・東北豪雨等の教訓を生かし、市民の防災意識の普及・啓発や自主
防災組織の育成・支援などに努めるとともに、防災体制や被災者支援のあり方など、幅広い防災対策の充実に努めま
す。
　また、緊急時でも安心できるまちづくりを進めるため、埼玉東部消防組合及び利根川栗橋流域水防事務組合と連携
を図り、市民の生命、財産を守る消防・水防・救急体制の充実に努めます。

細施策１ 総合的な防災体制の確立 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ６　防災・消防体制の充実 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

【施策の主要課題】
　近年、大規模かつ複雑多様化する災害に備えるため、自主防災組織未設置の行政区には組織設立の活動の重
要性を説明し、組織設立を促進していきますが、行政区によっては設立に伴う様々な課題があるため、解決に
向けて助言等を行い、対処していく必要があります。
【今後の施策の方向性】
　大規模災害発生時は、地域住民の自主的な避難誘導や救助活動等、地域の防災活動が必要不可欠です。その
ため、自主防災組織未設置の行政区に対し、窓口や広報紙等で結成を促すほか、既存の自主防災組織の活動促
進を図ります。また、メール配信サービスをはじめとする各種情報伝達サービスについて、窓口や出前講座等
で周知し、利用者の拡大を図ります。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

100

％
実績 79.6

達成率 102.7%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

自主防災組織の組織率

単位 目標 77.5 79.0

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ⑤ 総合振興計画成果指標との重複 5-6-①

60,000

人
実績 9,360

達成率 104.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

防災行政無線情報メール提供
サービス登録者数

単位 目標 9,000 30,000

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ④ 総合振興計画成果指標との重複 －

29

施設
実績 31

達成率 106.9%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

福祉避難所指定施設数

単位 目標 29 29

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ③ 総合振興計画成果指標との重複 －

84



５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21 災害救助業務経費 560412212 - － － －

水防組合負担金事業 560311510 - － － －

消火栓整備事業 560311509 - － － －

消防団車両購入事業 560311508 - 4 2 －

消防団車両管理事業 560311507 - － － －

消防団施設管理事業 560311506 - － － －

消防団活動事業 560311505 - 4 2 －

消防団管理業務経費 560311504 - － － －

埼玉東部消防組合負担金事業 (非常備消防費) 560311503 - － － －

埼玉東部消防組合負担金事業 (常備消防費) 560311502 - － － －

国民保護計画推進事業 560211517 - － － －

既存建築物耐震化補助事業 560113803 - － － －

液状化対策推進事業 560113603 - － － －

洪水避難決断ブック作成事業 560111521 - － － －

地上系防災行政無線施設再整備事業 560111520 - － － －

防災計画推進事業 560111516 - － － －

防災備蓄品整備事業 560111515 - － － －

自主防災組織育成事業 560111514 ① 4 2 ⑤

防災体制整備事業 560111513 ② 4 2 ③④

防災訓練事業 560111512 - 4 2 －

災害対策業務経費 560111511 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　空き巣などの犯罪被害の防止に向けて、市民の防犯意識の向上や地域の防犯体制の強化に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　夜間における犯罪被害の防止、歩行者の安全・安心の確保を図るため、区長からの要望に基づき防犯灯を
101基設置しました。
　また、新型コロナウイルス感染症に便乗した特殊詐欺等の被害防止のため、警察署と地域の合同による防犯
活動を実施し、市民の防犯意識の向上と防犯体制の連携強化に努めました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 47,714,662 47,738,463 47,442,443

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

1,016 921

人
96.9% 98.2% 89.0%

③
こどもレディース
１１０番の家相談員数
（１戸あたり１人）

単位
1,035 1,035 1,035 1,035 1,035

1,003

906 913

件
118.5% 139.0% 138.6%

② 刑法犯認知件数

単位
1,486以下 1,486以下 1,486以下 1,486以下 1,486以下

1,211

10,171 10,272

基
100.7% 100.7% 101.1%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 防犯灯の設置基数

単位
10,000 10,100 10,160 10,240 10,300

10,070

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部市民生活課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 犯罪が起きにくい環境整備 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　警察、防犯協会、地域防犯組織など関係機関との連携を強化するとともに、市民の防犯意識の向上や地域の防犯体
制の強化を促進します。
　また、道路・公園などの防犯性を高め、安全な地域環境の形成に努めます。

細施策１ 防犯推進体制の充実 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ７　防犯体制の強化 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち

87



３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

防犯灯管理事業 570211317 ① － － －

犯罪被害者等支援事業 570211321 - － － －

防犯体制充実事業 570111318 ③ 4 2 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　地域の高齢化やコミュニティの低下、犯罪が巧妙化等していることから、関係機関や団体をはじめ、多くの
市民とも連携を図っていく必要があります。
　迅速な防犯情報の提供や防犯灯などの計画的な設置を進める等、市民の防犯意識の向上や地域の防犯体制の
強化に努めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　夏季の交通安全運動期間中、関係機関・団体と協力し、大規模商業施設等において啓発品等の配布を実施し
ました。
　また、交通事故の防止を呼びかけるチラシ等を配布し、交通事故防止の普及啓発を行いました。
　道路反射鏡の設置を64基行いました。
　交通災害共済への加入推進を図り、年間12,232人の方の加入がありました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 82,679,201 89,580,823 87,475,409

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

13,331 12,232

件
105.4% 120.2% 110.3%

④ 交通災害共済加入件数

単位
11,090 11,090 11,090 11,090 11,090

11,687

4,247 4,311

基
103.6% 103.5% 103.6%

③ 道路反射鏡設置基数

単位
4,044 4,103 4,162 4,221 4,280

4,189

2,555 2,639

基
104.3% 103.9% 105.9%

※交通事故発生件数は、人身事故件数を集計したもの。

② 道路照明灯の設置基数

単位
2,424 2,458 2,492 2,526 2,560

2,528

525 353

件
117.9% 122.7% 147.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 交通事故発生件数

単位
687以下 679以下 672以下 664以下 656以下

564

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部交通企画課 関係部課 建設部道路河川課

細施策４ 交通事故被害者の救済 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 道路交通環境の整備 細施策８

細施策３ 放置自転車対策の推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　道路照明灯や道路反射鏡など交通安全施設をより充実させることにより、歩行者等の安全に配慮した道路交通環境
の整備を推進します。
　また、地域の実情に応じた交通規制を警察署へ要望するとともに、交通安全に関する知識の普及・啓発など交通安
全運動を推進します。

細施策１ 交通安全運動の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ８　交通安全対策の充実 総合振興計画大綱 ５　安全で調和のとれた住みよい快適なまち

89



３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

駐輪場管理事業 580311406 - － － －

放置自転車対策事業 580311405 - － － －

ゾーン３０推進事業 580213402 - － － －

交通安全施設管理事業（建設部分） 580213401 ② － － －

交通安全施設管理事業（市民部分） 580211404 ③ － － －

交通安全対策事業 580111403 ①④ － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　交通事故の発生件数を減少させていくには、道路環境のみならず、交通安全意識の情勢を図ることが重要で
あることから、ハード面のみならず、ソフト面も含めた効果が発揮される事業の推進を図る必要があります。
　引き続き、地域の方の意見を伺いながら、道路照明灯及び道路反射鏡の設置を進めるとともに、警察署をは
じめとした関係機関・団体と連携を図りながら、粘り強く交通安全啓発活動を実施します。
　また、交通災害共済の加入推進を図るため、引き続き、広報紙やホームページを通じた制度周知を行うとと
もに、会員募集のチラシと加入申込書の全戸配布を行います。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　担い手の規模拡大及び農地利用の集積・集約を図るため、農地中間管理機構を活用して農地の貸付けを行
なった地域に対して、協力金を交付しました。また、担い手の農業経営の安定を図るため、農業団体等への補
助金を交付するとともに、青年農業者の就農初期段階の不安定な期間を支援するための給付金の給付を行いま
した。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 18,665,192 8,263,703 92,716,769

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

153 155

人
115.1% 96.8% 94.5%

② 認定農業者数

単位
152 158 164 170 176

175

7 7

法人
100.0% 100.0% 87.5%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 農業生産法人数

単位
7 7 8 8 9

7

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 環境に配慮した農業の推進 細施策１２

所管部課 環境経済部農業振興課 関係部課

細施策４ 流通体制の充実と地産地消、地産外商の促進 細施策１０

細施策５ 都市と農村との交流 細施策１１

細施策２ 多様な担い手の確保と育成 細施策８

細施策３ 地域特産物の振興とブランド化の推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　多面的機能を有する農地の保全や生産基盤の整備に努めるとともに、農地の集積による経営規模の拡大や生産組織
の法人化に努めるなど農業の担い手の育成を図ります。
　また、消費者ニーズに対応した付加価値の高い農業を推進するため、農産物のブランド化や特産品の開発、地域の
特性を生かした観光農業の拡大を図り、併せて有機農業など環境保全型農業の普及と地産地消を推進します。

細施策１ 土地改良事業の推進と優良農地の保全 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 １　農業の振興 総合振興計画大綱 ６　地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　高齢化や後継者不足等により地域農業の担い手が不足傾向にあることから、兼業農家も地域農業の担い手と
捉え、効率的かつ安定的な農業経営が出来るよう、農業委員会と連携した耕作放棄地の解消や、農地中間管理
事業等を活用した農地集積の推進が必要です。
　また、市内外の購買層への地域特産物のPRや、若手農業者が久喜市の農業へ興味を持つきっかけとなるこ
とからも、引き続きブランド化の推進に取り組む必要があります。
　今後は、意欲のある農業の担い手が効率的かつ安定的に農業経営ができるよう、農地中間管理事業等を活用
した農地の利用集積を推進するとともに、新たな担い手の確保に向けた地域特産物の振興とブランド化の推
進、新規就農者の掘り起こしや育成及び農業生産法人の設立を推進します。また、農業委員会と連携し、農地
パトロールを実施していくなど、引き続き耕作放棄地の解消に取り組んでいきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

83

ha
実績 72

達成率 101.4%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

耕作放棄地解消面積（累計）

単位 目標 71 77

基本目標 積極的な経済活性化、安心して働けるまちをつくる KPI番号 ④ 総合振興計画成果指標との重複 －

16

件
実績 16

達成率 100.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

農産物ブランド認証件数
（累計）

単位 目標 16 16

基本目標 積極的な経済活性化、安心して働けるまちをつくる KPI番号 ③ 総合振興計画成果指標との重複 －
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25 農業委員会運営事業 610014901 - － － －

農地業務経費 610012014 - － － －

農業振興業務経費 610012003 - － － －

農業業務経費 610012002 - － － －

職員給与費 610012001 - － － －

環境保全型農業推進事業 610612005 - 1 2 －

花と香りのふれあいセンター管理事業 610512024 - － － －

農業者トレーニングセンター管理事業 610512023 - － － －

しみん農園運営事業 610512022 - － － －

しみん農園管理事業 610512021 - － － －

農村センター管理事業 610512020 - － － －

れんげ祭り事業 610512007 - － － －

農産物ブランド化推進事業 610312012 - 1 2 ③

農業次世代人材投資事業 610212013 - － － －

経営所得安定対策推進事業 610212009 - － － －

新規就農・担い手育成事業 610212008 - － － －

農業経営安定推進事業 610212006 ①② － － －

土地改良施設維持管理適正化事業 610112019 - － － －

土地改良施設負担金事業 610112018 - － － －

県費単独土地改良事業 610112017 - － － －

農業用施設補修事業 610112016 - － － －

農業用用排水管理事業 610112015 - － － －

人・農地問題解決推進事業 610112011 ①② 1 2 ④

農業振興協議会運営事業 610112010 - － － －

生産調整推進事業 610112004 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　新型コロナウイルス感染症により影響を受けている市内事業者の支援や、地域経済を支える中小企業の経営
基盤強化のための施策を推進されたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　菖蒲北部地区、菖蒲南部産業団地及び清久工業団地周辺地区に進出した企業を対象に、条例で定める範囲に
おいて奨励金及び助成金を交付しました。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、市内事業者が大変厳しい経営環境にあることから、事業継続の下
支えとするための各種給付金を給付しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 127,784,200 112,829,005 52,404,800

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

R2年度実績値は2020年工業統計調査による。

③

単位

229 219

社
94.0% 91.6% 87.6%

R2年度実績値は2020年工業統計調査による。

②
市内事業所の数
（製造業）

単位
250 250 250 250 250

235

5,053 5,116

億円
108.2% 113.7% 115.1%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 製造品出荷額等

単位
4,443 4,443 4,443 4,443 4,443

4,807

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部久喜ブランド推進課 関係部課 建設部都市計画課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 企業誘致の積極的推進 細施策８

細施策３ 新産業創出等への誘導 細施策９

施策の
基本的
方向性

　優良企業の誘致や工業団地の整備・拡充を推進するとともに、交通利便性を生かし、国道１２２号沿線や東北道と
圏央道の久喜白岡ジャンクション及び白岡菖蒲インターチェンジ周辺、主要地方道さいたま栗橋線と国道１２５号の
交差点周辺に新産業拠点の整備を推進します。
　また、地域経済を支える中小企業の経営基盤強化のための施策を推進し、魅力ある産業の育成に努めます。

細施策１ 企業の体質強化の促進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　工業の振興 総合振興計画大綱 ６　地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

ビジネスグランプリ事業 620312120 - 1 1 ①

創業支援補助事業 620312119 ② 1 1 ②

企業等誘致事業 620212117 ①② 1 1 －

新型コロナウイルス感染症緊急特別対策利子補給事業 620112123 - 1 1 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　これまで整備を進めてきた菖蒲北部地区や菖蒲南部産業団地、清久工業団地周辺地区については、すべての
区画が売却済みとなっており、企業からの進出に係る相談があった場合、案内が出来ずにいることが課題と
なっています。
　現在、埼玉県企業局が、高柳地区における新たな産業基盤整備に向けて事業を実施していることから、埼玉
県と連携しながら、早期に事業が完了できるよう取り組んでいきます。
　当該事業の進捗に伴い、立地企業の募集に向けて、新たな企業誘致奨励策を検討していきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　新型コロナウイルス感染症により影響を受けている商店街等に対し、引き続き支援の検討や活性化につなが
る取組みを推進されたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　商店街の行う街路灯管理事業、活性化推進事業等に対し、補助金を交付しました。なお、新型コロナウイルス感染症の影
響を鑑み、令和2年度の街路灯管理事業の補助率を100％にすることで、財政支援に繋げました。
　商工会が実施する経営改善普及事業、地域総合振興事業等に対し、補助金を交付しました。なお、新型コロナウイルス感
染症の影響を受けた事業者への支援として、商工会と協力し、「労務相談会」や「タクシーデリバリー事業」を実施しまし
た。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 67,132,210 70,775,573 67,104,815

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

実績値(H28経済センサスー活動調査)

④

単位

1,688 1,688

億円
107.4% 107.4% 107.4%

③ 小売商業の商品販売額

単位
1,572 1,572 1,572 1,572 1,572

1,688

5 3

件
100.0% 100.0% 60.0%

②
空き店舗を活用した
創業補助件数

単位
5 5 5 5 5

5

2,539 2,535

数
96.0% 95.1% 94.9%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 商工会加盟会員数

単位
2,670 2,670 2,670 2,670 2,670

2,564

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部久喜ブランド推進課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 商店街の活性化 細施策８

細施策３ 農業・商業・観光の連携 細施策９

施策の
基本的
方向性

　賑わいと活力のある商店街の形成を促進するため、中心市街地の活性化に取り組むとともに、高齢者のニーズに対
応し、新たなコミュニティの場ともなりうる地域密着型の商店街づくりに努めます。
　また、商業経営者の育成や経営基盤の強化に対する支援とともに、商業団体の育成・支援に努めます。

細施策１ 魅力ある商店街づくり 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　商業の振興 総合振興計画大綱 ６　地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

中小企業・小規模事業者家賃支援給付金給付事業 630112130 - 1 1 －

プレミアム付商品券発行事業 630112128 - 1 1 －

合併10周年記念プレミアム付商品券発行事業 630112127 - 1 1 －

商店街支援プレミアム付商品券発行事業 630112126 - 1 1 －

新規創業事業者応援給付金給付事業 630112125 - 1 1 －

緊急中小企業・小規模事業者事業継続給付金給付事業 630112124 - 1 1 －

中小企業・小規模企業振興会運営事業 630112121 - 1 1 －

市営駐車場管理事業 630112116 - － － －

商店街活性化補助事業 630112115 - 1 1 －

商工会補助事業 630112114 ① － － －

商工融資事業 630112113 ② － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　商店街の取り巻く環境は、人口減少、後継者不足及び郊外型大型商業施設の進出等の影響を受け、各商店街
の規模が縮小しており、空き店舗の増加が課題となっています。
　また、新型コロナウイルス感染症による外出自粛等が影響し、事業者にとって厳しい経営環境となりました
が、その中でも、空き店舗活用創業等支援事業による支援を行ったところ、3件の空き店舗の解消に繋がりま
した。
　今後においても、さらなる創業支援を行うため、商工会及び関係機関との連携を図りながら、市内創業者等
に対し、補助金による支援を行い、商店街の活性化及び空き店舗の解消に努めていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

37

件
実績 25

達成率 92.6%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

空き店舗活用創業等支援
補助金交付件数（累計）

単位 目標 27 32

基本目標 積極的な経済活性化、安心して働けるまちをつくる KPI番号 ② 総合振興計画成果指標との重複 6-3-②

30

件
実績 6

達成率 20.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

ビジネスコンテストの応募
件数

単位 目標 30 30

基本目標 積極的な経済活性化、安心して働けるまちをつくる KPI番号 ① 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　「新たな生活様式」に対応した催しやＰＲ方法の検討など、個性と魅力にあふれた観光事業を展開された
い。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　市ホームページ、市広報紙、フェイスブックやツイッターなどにより情報発信を行った他、事態収束後を見
据え、観光ガイドブックの作成を行いました。また、花火大会テレビ中継を行うなど「新たな生活様式」に対
応した観光振興を図りました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 24,776,761 23,476,074 22,389,898

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

52,269 37,203

件
87.3% 96.8% 68.9%

②
観光ホームページ
アクセス件数

単位
52,000 54,000 54,000 54,000 55,000

45,381

896,000 156,000

人
91.8% 89.6% 15.6%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 観光イベント来場者数

単位
1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

918,000

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部久喜ブランド推進課 関係部課 環境経済部農業振興課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 観光ＰＲ活動の強化 細施策８

細施策３ 観光案内や特産品ＰＲの充実 細施策９

施策の
基本的
方向性

　花や伝統文化、史跡等の観光資源の環境整備及びネットワーク化を図り、個性と魅力にあふれた観光事業を展開し
ます。
　また、久喜提燈祭り、菖蒲夏祭り、くりはし夏祭り、鷲宮の八坂祭・土師祭等の伝統的な祭りや、あやめ、ラベン
ダー、コスモスなどの花による催しを活用し、地元の特産品の販売やＰＲなどに取り組みます。

細施策１ 観光資源の発掘・活用 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ４　観光の振興 総合振興計画大綱 ６　地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

観光情報発信事業 640212133 ② 2 2 ④

日光街道埼玉六宿連携事業 640112135 - － － －

コスモスフェスタ支援事業 640112134 - － － －

観光協会補助事業 640112132 ① － － －

清久工業団地納涼まつり打上花火大会中継支援事業 640112129 - － － －

市民まつり支援事業 640112112 - － － －

あやめ・ラベンダー植栽維持管理事業 640112026 - 2 2 －

コスモスふれあいロード推進事業 640112025 - 2 2 －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　これまで、花を活用したイベントや歴史・伝統ある祭りなどの取組に加え、アニメ「らき☆すた」や鉄道む
すめ「栗橋みなみ」を活用したまちおこしが観光協会や商工会を中心に行われてきました。しかし、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大により、各種イベントや祭りが中止や規模縮小となり、事態収束後を見据えた観
光振興の充実を図り、「新たな生活様式」に応じたＰＲ方法等を模索する必要があります。このことに加え、
観光ニーズの多様化に対し、既存の観光資源の整備や新たな観光資源の発掘をはじめ、おもてなしの気持ちが
充実した観光等の交流人口増加に向けた多面的な取組みを、観光協会や商工会と連携し進めていく必要があり
ます。
　また、本市の観光の魅力を分かりやすく発信できるよう、市ホームページ、市ＳＮＳ等を利用しあらゆる機
会を捉え情報発信を行っていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

1,000,000

人
実績 156,000

達成率 15.6%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

観光イベントの来場者数

単位 目標 1,000,000 1,000,000

基本目標 住んでよかった、来てよかったと思える魅力的なまちをつくる KPI番号 ④ 総合振興計画成果指標との重複 6-4-①
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　引き続き久喜市ふるさとハローワークでの雇用相談における市内就職率の向上に向けた取組みを推進された
い。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　内職相談（1名）を配置し、毎週火・金曜日の10：00～12：00、13：00～16：00まで内職相談を実施しまし
た。
ハローワーク春日部と連携し、市役所2階にふるさとハローワークを運営し、月～金の9：00～16：00まで
就職相談、職業紹介を実施しました。
　埼玉県との共催による、各種労働セミナー（4回）を開催しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 874,614 854,951 276,664

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

6,581 6,548

人
73.5% 69.3% 68.9%

③
久喜市ふるさとハロー
ワークの雇用相談
利用者数

単位
9,500 9,500 9,500 9,500 9,500

6,981

77.8 73.7

％
124.0% 121.2% 112.5%

平成30年度から令和2年度実績値は、H27国勢調査による(公表日:平成29年4月26日)

②
久喜市ふるさとハロー
ワークでの雇用相談に
おける市内就職率

単位
64.2 64.2 65.5 66.5 68.0

79.6

74,872 74,872

人
105.0% 105.0% 105.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 就業者数

単位
71,280 71,280 71,280 71,280 71,280

74,872

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 環境経済部久喜ブランド推進課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 勤労者福祉の充実 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　勤労者が豊かで充実した生活が送れるよう、関係機関・団体との連携により、福利厚生の充実を図るとともに、安
定した就業環境の確保に努めます。
　また、若者や女性の就業への支援、さらに、定年退職後にその経験と技能を生かすことのできる新たな就業の支援
に努めます。

細施策１ 雇用機会の確保と地元就職の促進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ５　勤労者福祉と就業支援の充実 総合振興計画大綱 ６　地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち

101



３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

労働会館管理事業 650212109 - － － －

勤労福祉センター管理事業 650212108 - － － －

勤労者住宅資金貸付事業 650212107 - － － －

勤労者サポート事業 650212106 - － － －

勤労者団体補助事業 650212101 - － － －

雇用対策事業 650112105 ①②③ 1 3 －

シルバー人材センター補助事業 650112103 - － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　少子高齢化等の社会経済情勢の変化による企業と求職者のミスマッチの解消が課題となっているほか、新型
コロナウイルス感染症の影響により、経済活動が停滞し雇用の悪化も懸念されます。
雇用機会の確保と雇用の促進を図るために、引き続き、ハローワーク春日部、久喜市ふるさとハローワーク
などの関係機関との連携強化を図り、様々な求職者に対応した就労支援に努めていきます。
　また、各種労働セミナーを県等との共催により開催し、新たな就業の支援と安定した労働環境の確保に努め
ていきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 環境経済部長　中村　晃

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

28

回
実績 23

達成率 115.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

就業支援セミナー開催数
（累計）

単位 目標 20 24

基本目標 積極的な経済活性化、安心して働けるまちをつくる KPI番号 ⑤ 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　消費者被害の内容も多様化し、新たな手口によるトラブルも発生していることから、迅速な情報提供や注意
喚起に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　新型コロナウイルス感染症対策に便乗したトラブル情報の提供など、市民の関心が高い情報提供や注意喚起
を行いました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 3,122,290 3,174,729 616,178

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

17 43

人
122.0% 34.0% 78.2%

② 消費生活講座受講者数

単位
50 50 55 55 60

61

645 514

件
56.6% 62.8% 90.6%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 消費者相談件数

単位
470以下 470以下 470以下 470以下 470以下

674

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 市民部市民生活課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 消費生活相談の充実 細施策８

細施策３ 消費者団体の育成・支援 細施策９

施策の
基本的
方向性

　市民が安心して暮らせるまちを目指し、安全で安心な商品を購入できるよう、消費生活情報の提供と啓発活動に努
めるとともに、消費生活において生じた問題などを解決するための消費生活相談の充実を図ります。
　また、環境に配慮した消費者活動を促進します。

細施策１ 自立する消費者の育成・支援 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ６　消費生活の充実 総合振興計画大綱 ６　地域の産業が元気で、多彩な企業が集積する豊かなまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

消費生活事業 660211319 ①② － － －

法律相談事業 660211316 － － － －

食品等の放射性物質検査事業 660111320 － － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

インターネットを活用した商品やサービスの提供等により、消費者の利便性が向上した一方で商品やサービ
スの販売方法等が複雑かつ多様化していることから、消費者の保護や自立した消費者の育成を進めていく必要
があります。
　国民生活センターが運営する情報ネットワーク「PIO-NET（パイオ-ネット）」の活用や埼玉県消費生活支
援センターとの連携を図りながら相談体制の充実を行い、消費者の保護に取り組みます。
　また、消費者自身がトラブルの発生を未然に防いだり、トラブルに対応できる力を養うために、注意喚起チ
ラシや啓発品の配布、ホームページ上での情報提供、消費生活講座を定期的に開催するなど、自立した消費者
の育成を進めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 市民部長　渡辺　文勝

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　成果指標の達成率向上に向けて、さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

  市職員については、「久喜市定員適正化計画」に基づき、適正な定員管理・人員配置に取り組みました。
行政改革については、第2次久喜市行政改革大綱実施計画（平成29年度から令和3年度）における取組項目の
進捗管理を行うとともに次期の行政改革のあり方について検討しました。施策評価については、令和元年度に
実施した施策を評価し、総合振興計画の進捗管理を行いました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 8,459,517 9,800,791 8,812,853

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

施策における成果指標の達成率が100%以上となった割合

④

単位

58.8 52.9

％
63.3% 58.8% 52.9%

第2次行政改革実施計画における進捗状況が「Ｂ（計画どおり）」以上となった割合

③
施策評価の成果指標の
達成率

単位
100 100 100 100 100

63.3

81.3 74.0

％
80.0% 81.3% 74.0%

②
行政改革実施計画の
達成率

単位
100 100 100 100 100

80.0

905 905

人
100.2% 100.8% 100.3%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 市職員数

単位
915 912 908 908 908以下
913

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 公共施設等の適正管理の推進 細施策１２

所管部課 総務部企画政策課 関係部課 総務部人事課、総務部情報推進課、財政部アセットマネジメント推進課、市民部市民課（総合窓口）

細施策４ 電子市役所の推進 細施策１０

細施策５ 窓口サービスの向上 細施策１１

細施策２ 行政評価の推進 細施策８

細施策３ 人材育成の推進 細施策９

施策の
基本的
方向性

　本市が持続的に発展し自立したまちづくりを実現していくため、職員の政策立案能力の向上や組織の見直し、ＩＣ
Ｔの活用による行政事務の効率化、民間の優れた経営手法を活用する指定管理者制度の活用など、最小の経費で最大
の効果を目指した、簡素で効率的な行財政運営に取り組みます。
　また、行政が行う活動の成果向上に向けて、政策・施策・事務事業について客観的に評価し、改善を進めていく行
政評価システムを積極的に活用するなど、行政改革に取り組みます。

細施策１ 変化に対応した行政運営 細施策７ 公有財産の有効活用

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 １　行政改革の推進 総合振興計画大綱 ７　行財政を見直し、改革を進めるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

別紙のとおり

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　新型コロナウイルス感染症の影響など、変化する社会情勢や高度化・多様化する住民ニーズに対し、限られ
た職員や財源の中で持続可能な行政運営を行うために改革改善を行い、効果的かつ効率的な手法で目的を達成
し、成果を得ていく必要があります。
　新たなICT技術の導入や官民連携の推進等により、改革改善を進めていきます。また、各種事業について客
観的な評価によるPDCAサイクルの実施やコスト削減についての事業の見直しを行っていくことで、市全体の
事業内容の精度向上に努めます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

■

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

10

件
実績 3

達成率 100.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

ＡＩ・ＲＰＡの適用業務数
（累計）

単位 目標 3 10

基本目標 あらゆる世代が健康で安心して暮らせるまちをつくる KPI番号 ⑦ 総合振興計画成果指標との重複 －

20

施設
実績 26

達成率 130.0%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

公衆無線LANの導入施設数
（累計）

単位 目標 20 20

基本目標 住んでよかった、来てよかったと思える魅力的なまちをつくる KPI番号 ⑥ 総合振興計画成果指標との重複 －
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５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39 旧栗橋第一幼稚園園舎等解体事業 710714105 － － － －

栗橋総合支所庁舎管理事業 710714103 － － － －

菖蒲総合支所庁舎管理事業 710713903 － － － －

鷲宮総合支所庁舎管理事業 710714203 － － － －

第二庁舎管理事業 710713201 － － － －

低公害車購入事業 710710908 － － － －

公用車管理事業 710710907 － － － －

市有財産維持管理事業 710710904 － － － －

本庁舎管理事業 710710903 － － － －

財産管理業務経費 710710902 － － － －

東京理科大学跡地管理事業 710710408 － － － －

アセットマネジメント基金積立事業 710610910 － － － －

公共施設アセットマネジメント推進事業 710610909 － 4 3 －

指定管理者推進事業 710610407 － － － －

通知カード・個人番号カード交付事業 710511608 － － － －

コンビニ交付事業 710511607 － － － －

旅券事務事業 710511606 － － － －

住居表示事務事業 710511605 － － － －

印鑑登録事務事業 710511604 － － － －

住民基本台帳事務事業 710511603 － － － －

戸籍事務事業 710511602 － － － －

マイキーＩＤ設定支援事業 710510514 － － － －

キャッシュレス決済導入事業 710510513 － 4 3 －

統合型地理情報システム更新事業 710410511 － － － －

ＷＡＮシステム更新事業 710410510 － － － －

内部情報系システム更新事業 710410509 － － － －

会議録システム導入事業 710410508 － － － －

ＡＩ・ＲＰＡ導入事業 710410507 － 4 3 ⑦

統合型地理情報システム維持管理事業 710410506 － － － －

公共施設予約管理システム維持管理事業 710410505 － － － －

住民情報システム維持管理事業 710410504 － － － －

内部情報系システム維持管理事業 710410503 － － － －

職員福利厚生事業 710310308 － － － －

職員研修事業 710310307 － － － －

行政評価推進事業 710210406 ③ － － －

公衆無線ＬＡＮ整備事業 710110512 － 2 3 ⑥

人事管理事業 710110306 ① － － －

総合振興計画策定事業 710110409 － － － －

行政改革推進事業 710110405 ② － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ
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このページは白紙のページです
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　健全な財政基盤の確保に向けて、引き続き経常収支比率や実質公債費比率の改善に関する取組みを推進され
たい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　各財政指標については、経常経費の節減や市債借入の抑制等を実施し、指標の改善に努めました。
　市税の納付方法については、広報紙、ホームページ、当初納税通知書により周知を図りました。また、市税の未納に対しては、督促状の送
付のほか、文書や電話による催告を行い、なお納付又は納税相談がない場合には、財産調査の結果に応じて差押又は滞納処分の執行停止を行
いました。
　ふるさと納税については、返礼品の取り扱い事業者に対する説明会を実施し、返礼品の拡充に努めました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 12,969,935 16,428,095 4,210,247

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

15.7 12.8

％
164.0% 157.0% 128.0%

④
年度末財政調整基金
残高

単位
標準財政規模の10％以上 標準財政規模の10％以上 標準財政規模の10％以上 標準財政規模の10％以上 標準財政規模の10％以上

16.4

4.94 4.84

億円
131.3% 132.6% 130.6%

③ 市税の滞納額

単位
7.71以下 7.33以下 6.97以下 6.63以下 6.3以下

5.3

6.1 5.7

％
111.0% 107.6% 105.0%

② 実質公債費比率

単位
7.3 6.6 6.0 5.3 前年度数値と4.7％を比較して低い方の比率

6.5

93.1 89.5

％
96.9% 96.8% 100.8%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

① 経常収支比率

単位
90.2 90.2 90.2 前年度県内市平均値と90.2％を比較し、低い方の比率 前年度県内市平均値と90.2％を比較し、低い方の比率

93.0

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 財政部財政課 関係部課 財政部収納課、環境経済部久喜ブランド推進課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 効率的・効果的な財政運営の推進 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　財源収入の根幹をなす市税の適正な課税と滞納額の圧縮等により、自主財源を確保するとともに、受益と負担の公
平性の確保という観点から、使用料・手数料について受益者負担の適正化に努めます。
　併せて、行政経費の削減を図り、効率的かつ効果的で健全な財政運営に努めます。
　また、財政状況について積極的な情報公開を行い、財政運営の透明化に努めます。

細施策１ 健全な財政基盤の確保 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ２　健全な財政運営の確立 総合振興計画大綱 ７　行財政を見直し、改革を進めるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

入札参加事務事業 720010802 － － － －

固定資産空間データ整備事業 720011105 － － － －

固定資産評価事業 720011104 － － － －

固定資産税・都市計画税賦課事業 720011103 － － － －

税務業務経費 720011102 － － － －

ふるさと納税寄附金推進事業 720112137 － 2 2 ③

市税収納事業 720111203 － － － －

市税徴収事業 720111202 ③ － － －

市民税・諸税賦課事業 720111004 － － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として不安定な財政状況が続いている一方で、今後も少子高齢化の影響等
による扶助費の増加や、大規模事業の実施による普通建設事業費の増加が見込まれており、自主財源の確保など、より一層
の効率的な財政運営が課題となっています。
　今後の施策の方向性については、市有財産の有効活用や有料広告の一層の拡充等、新たな財源の創出に努めるとともに、
安定的な税収確保を図るため、納税手段を拡充して納税者の利便性向上を図るとともに、引き続き適正な滞納整理を行い、
収入未済額の圧縮を進めます。また、職員全体における財政状況に関する認識の共有、経常経費の節減、市債借入の抑制、
繰上償還等に取り組み、経常経費に充てる一般財源の圧縮にも努めていきます。
　なお、使用料・手数料については、今後も「久喜市使用料及び手数料の見直し方針」に基づき見直しを進めることで、受
益者負担の適正化を図ります。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 財政部長　関口　康好

施策の目標達成
度

■ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

□ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

1,000

件
実績 753

達成率 75.3%

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

ふるさと納税寄附金の寄附
件数

単位 目標 1,000 1,000

基本目標 住んでよかった、来てよかったと思える魅力的なまちをつくる KPI番号 ③ 総合振興計画成果指標との重複 －
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１．施策概要

２．施策の結果

前年度行政評価
委員会の意見

　さらなる施策の推進に努められたい。

上記意見を踏まえ
た令和２年度の施
策の実施内容（成
果指標に係る内容
を中心に）

　地方分権については、「埼玉県権限移譲方針」に基づき、久喜市における今後3か年の計画を策定し、埼玉県と調整を行
いながら、権限移譲を推進しました。
　広域行政については、公共施設の相互利用に関して、田園都市づくり協議会や加須市と引き続き連携を行いました。ま
た、「3市3町における広域連携による結婚支援に関する協定」に基づき、3市3町結婚支援広域連携事業として、婚活パー
ティを開催予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により中止しました。

成果指標に関係する事務事業の決算額
合計（直接費のみ、単位：円） 116,281 101,869 198,133

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

⑦

単位

⑥

単位

⑤

単位

④

単位

③

単位

②

単位

101 101

事務
100.0% 100.0% 100.0%

指 標 の 積 算 方 法 、 根 拠 及 び 特 記 事 項

①
県からの権限移譲
事務数

単位
101 101 101 101 101

101

実績

達成率 達成率 達成率 達成率 達成率

令和４年度

目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画 目標・計画
項
番

指標名

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実績 実績 実績 実績

細施策６ 細施策１２

所管部課 総務部企画政策課 関係部課

細施策４ 細施策１０

細施策５ 細施策１１

細施策２ 広域行政の推進 細施策８

細施策３ 細施策９

施策の
基本的
方向性

　少子高齢化、情報化、国際化などを背景とした行政課題と多様化する市民ニーズに的確に対処するため、県からの
権限移譲を推進し、行政サービスの向上に努めるとともに、広域的な推進が求められる行政課題等においては、県や
周辺自治体とのさらなる連携を図り、市民に信頼され、自主性・自立性をもった行政サービスの向上に努めます。

細施策１ 地方分権の推進 細施策７

令和３年度施策評価シート

対象 令和２年度実施施策

施策名 ３　地方分権・広域行政の推進 総合振興計画大綱 ７　行財政を見直し、改革を進めるまち
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３．第２期総合戦略との関連

４．施策の目標達成度、主要課題、今後の方向性

５．構成する事務事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

６．行政評価委員会の意見

行政評価委員会
の意見

企画業務経費（地方分権分） 730110403 ① － － －

項
番

事務事業名
総合振興計画 第２期総合戦略

事務事業番号 成果指標 基本目標 施策 ＫＰＩ

Ｃ
目標・予定を下回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、８０％未満の指標が１つ以上ある。

施策の主要課題
及び今後の施策
の方向性

　権限移譲については、市民サービスの向上に寄与する事務の受入れを行ってきた結果、高い移譲率を維持し
ていますが、新規移譲事務分の検討を行う必要があることから、現在の移譲事務を適正に実施していくととも
に、埼玉県及び関係各課等と調整を行いながら、新規移譲事務の受入れについて検討していきます。
　広域行政については、周辺自治体との情報共有を行い、既存の取組みについて引き続き実施していくととも
に新たな取組みについて検討していきます。

評価年月日 令和3年8月20日 評価者職氏名 総務部長　中村　貴子

施策の目標達成
度

□ Ａ
目標・予定を上回る
成果・進捗である

令和２年度指標達成率が、全て１００％を超えている。

■ Ｂ
目標・予定に概ね沿
う成果・進捗である

令和２年度指標達成率で、最も低い達成率が８０％以上である。

□

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複

実績

達成率

令和２年度 令和３年度 令和４年度
K
P
I
名
称

単位 目標

基本目標 KPI番号 総合振興計画成果指標との重複
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